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序　章　問題の所在
１ ．国際裁判管轄（権）問題の重要性
　近年，経済のグローバル化に伴い，国境を跨がる法律行為，特に国際的な商
取引などの契約が締結されることが多くなってきている。現在，安価な労働力
等を求めて開発途上国ないしは後発的経済発展国へ多くの資本を投入している
先進諸国における多数企業等の行動により，今まで以上にボーダレスな経済活
動の伸展・拡張がみられる状況となってきている。これに伴い従来にも増して，
渉外的要素を含んだ労働契約関係も増加してきている。また，国境を超えたあ
るいは国籍の枠にとらわれない人的移動，国際的な婚姻や養子縁組等も急激に
増加している。このような渉外的要素を含んだ契約等の関係において紛争が発
生した場合には，準拠法決定の問題が出てくるとともに，いずれの国の裁判機
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関が管轄権を有するのかという国際裁判管轄（権）の問題も生じてくる。
　国際裁判管轄（権）の問題は，渉外的要素を有する法律関係の当事者間にお
いて紛争が発生した場合に，外国裁判権との関係で，ある国の裁判権がどのよ
うな種類・範囲の事件に及ぶか等を問うものであるが，当該国の裁判所が，問
題となった事案と自国との間に何らかの関連性が存すると認めた場合にのみ，
裁判権の行使が許されると一般的には考えられている。現在，ある国における
国際裁判管轄（権）の有無については，生じた紛争と当該国との間の関連性の
程度いかんに依拠して決められることになると思われるが，特定事項に関して
各国が自主的に締結した条約や不動産を直接目的とする権利関係の訴訟を除く
と，国際間で一般的に承認された原則もなく，各国の司法政策的判断に委ねら
れている。各国の有する国際裁判管轄（権）の及ぶ範囲の判断の根底には，通
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池原季雄「国際的裁判管轄権」鈴木忠一・三ヶ月章監修『新・実務民事訴訟講座第 ７ 巻国際民
事訴訟・会社訴訟』 ３ 頁， ４ 頁（日本評論社，1982年）。なお，同論文によれば，準拠法の決定と
裁判管轄の決定については，それぞれ別個の法則に従って解決されるものであり，後者の決定が
当該事案に適用されるべき国際私法規定を定め，つまるところ前者の決定を左右する結果となり
うる（ ５ 頁）。
塩崎勤編『注解民事訴訟法第Ⅰ巻第 1 条－第60条』７0頁［小島武司執筆部分］（青林書院，2002
年）。なお，国際裁判管轄（権）に関しては，講学上，ある国が特定の事件を審理することができ
るかが問題となる直接管轄（権）と，外国でなされた判決を自国で承認するべきか（判決をした
国にその権限があったか）が問題となる間接管轄（権）とに分けて捉える考え方がある（高橋宏
志「国際裁判管轄─財産関係事件を中心にして─」澤木敬郎・青山善充編『国際民事訴訟法の理
論』３1頁，３8頁（有斐閣，198７年）等）。
わが国が加盟している特定事項に関する条約（国際裁判管轄の規定を有するもの）としては，
1929年・1999年の「国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約」（ワルソー条約・モン
トリオール条約）や1992年の油濁汚染責任条約・油濁汚染基金条約などがある（多田望「国際裁
判管轄」櫻田嘉章・道垣内正人編『国際私法判例百選［新法対応補正版］』［別冊ジュリスト No. 
18５］166頁（有斐閣，200７年））。
小島・前掲注（	2	）書（執筆部分）７0頁，及び，小室直人ほか編『基本法コンメンタール新民事訴
訟法 1 ［第 2 版］』18頁，19頁［中野貞一郎執筆部分］（日本評論社，200３年）等。ただし，不動
産に関する物権的請求につき，慣習国際法上，不動産所在地国が専属的国際裁判管轄を有すると
いう見解に対しては，根強い否定説も存する（本間靖規ほか『国際民事手続法』３４頁（有斐閣，
200５年［2008年第 2 刷補訂］）及び石黒一憲『現代国際私法［上］』26７ - 68頁（東京大学出版会，
1986年）等）。
なお，200５年 6 月にハーグ国際私法会議において，「管轄合意に関する条約（Convention on 
Choice of Court Agreements）」が採択されたものの，一般的な国際裁判管轄（権）及び外国判決
の承認・執行に関する条約については成立するには至らなかった（これらの条約の採択に至る経
緯等に関しては，道垣内正人編『ハーグ国際裁判管轄条約』（商事法務，2009年），及び，道垣内
正人「ハーグ国際私法会議における国際裁判管轄及び外国判決承認執行条約作成の試み─その総
括的検討─」早稲田法学第8３巻第 ３ 号７７頁（2008年）に詳しく記されており，また，「管轄合意に
関する条約」の訳語は同著書等における道垣内教授の翻訳に拠っている）。
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常，①自国又は自国民の利益を重視して，国際的配慮を行うことなく，内国利
益保護主義的に国際裁判管轄（権）の決定を行おうとする国家主義的な立場，
②国際裁判管轄（権）の決定につき，民事・商事に関する場合にも，「国家主
権の司法管轄相互間の抵触の問題」と捉えて，「対人主権及び領土主権という
国際法上の原則に従って」行おうとする国際主義的な立場，及び，③各国裁判
機関の国際協力の下，国際裁判管轄（権）の決定につき，国際社会における民
事・商事事件の裁判機能を各国の裁判機関へ分配することと把握する普遍主義
的な立場，のいずれかの理念が存するものと考えられている。他方で，国際裁
判管轄（権）の有無の問題は，準拠法選択の問題や国際的訴訟競合の問題，さ
らには外国判決の承認・執行の問題とも関連してくるものであり，この管轄
（権）の有無の判断は，紛争となった事案における当事者等にとって極めて重
要となってくる。
２ ．主権免除の問題と国際裁判管轄（権）問題
　国家統治権のうちの一つである司法権は，憲法第７6条第 1 項に基づき裁判所
に帰属するが，この司法権から導き出されるのが裁判権であり，特に民事に関
する争訟を処理するための権限を民事裁判権と呼んでいる。この民事裁判権の
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池原・前掲注（	1	）論文1５ - 18頁，及び，多喜寛『国際私法の基本的課題』11５ - 18頁（中央大学
出版部，1999年）等。ただし，このように ３ つの主義（理念）に分類することに対しては，各国
の裁判管轄権（裁判権）が国家管轄権の 1 つの行使態様にすぎないという観点から疑問視する見
解もある（石黒・前掲注（	4	）書2５７ - ５8頁）。
国際裁判管轄（権）の決定により，渉外民事事件の当事者は，法定地による国際私法（準拠法
決定）の相違の問題の他，訴訟における言葉の問題（さらには，通信・連絡，証拠の翻訳・裁判
における通訳，外国の弁護士との打合せ等の問題），訴訟追行のための手続法を含む法制度，法慣
習，倫理・道徳観，貨幣価値，及び，弁護士（報酬）制度の相違等の問題に直面することになる
かもしれず，管轄（権）決定が当事者に与える影響は決定的なものでもあり，管轄（権）判断に
おいて望みの叶った当事者はその後有利な和解を進めることが可能にもなってくる（小林秀之・
村上正子『国際民事訴訟法』 ５ - ７ 頁（弘文堂，2009年）及び多田・前掲注（	3	）判批166頁等）。
また，国際裁判管轄（権）の決定の問題は，準拠法決定の問題に先行して行われるべき事柄と
考えるのが自然であると思われるが，準拠法の決定を事実上先行して行いながら国際裁判管轄
（権）の決定を行っていると思われる場合や，両問題を併せ考えながら最終的な管轄（権）決定
を行っていると思われる場合など，国によっても相違がみられ，また，わが国においてもこの国
際裁判管轄（権）の決定と準拠法の決定の先後問題については異なる見解もみられるようである
（秌場準一「国際的管轄と準拠法」澤木敬郎・秌場準一編『国際私法の争点（新版）』28頁（有斐
閣，1996年）等参照）。
谷口安平・井上治典編『新・判例コンメンタール民事訴訟法 1 』３５頁［竹下守夫執筆部分］（三
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限界としては，①法律上の争訟や団体の自治・自立権などの司法権に内在する
限界，②天皇や元首等にも民事裁判権が及ぶのかという人的限界（対人的制約），
及び，③外国裁判権との関係で，わが国の裁判権がどのような種類・範囲の民
事事件に及ぶかが問題となる物的限界（対物的制約），が存すると捉える考え方
がある。この分類においては，国際裁判管轄（権）の問題は ③物的限界に関
わるものと考えられている。また，②人的限界に関しては，国際的な関係の下
では，元首や外交使節のほか，外国国家等も問題となってくる。このような分
類を前提とすれば，国際裁判管轄（権）の問題と外国国家等に対する主権免除
の問題は訴訟要件を異にするものと捉えられ，両者は別個の問題と把握されう
る。そのうえで，わが国では従来，外国国家等の裁判権免除の問題を国際法上
の問題として捉え，国際裁判管轄（権）の問題よりも先行して判断してきたよ
うであるが，国によっては国際裁判管轄（権）の問題を先に行ったり，両者を
併せて管轄（権）の問題と把握するところもある。この点では，両者を併せて
（広い意味での）国際裁判管轄（権）の問題と理解したうえで，まず（そういう
意味では狭義の）国際裁判管轄（権）の有無の問題を先に判断し，その裁判管
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省堂，199３年）。「国家がその国内法を一定範囲の人，財産または事実に対して具体的に適用し行
使する国際法上の権能」を国家管轄権といい，これをその作用面において，立法管轄権，執行管
轄権及び司法管轄権の ３ つに分類し，そのうちの司法管轄権から裁判権を導き出す考え方もある
（山本草二『国際法［新版］』2３1 - ４9頁（有斐閣，199４年））。
小島・前掲注（	2	）書（執筆部分）68 - ７1頁，及び，中野・前掲注（	4	）書（執筆部分）18 - 20頁等。
判例（大決昭 ３ ・12・28大審院民事判例集 ７ 巻12号1128頁等）もこのような判断を行っており，
また，高桑昭・江頭憲治郎編『国際取引法〔第二版〕』6７ - 69頁［道垣内正人執筆部分］（青林書
院，199３年）等参照。同書6７頁において，道垣内教授は，「裁判権とは，国際法上の国家の主権行
使の一つとしての司法管轄権の存在自体であり，ある国家が裁判権を欠く事件について裁判を行
うことは国際法違反となる」ものであるのに対し，「国際的裁判管轄権は，裁判権の範囲内で手続
法的考慮により国家が実際に裁判を行う範囲を自己抑制したものであ」り，ある国が国際的裁判
管轄権につき過剰管轄となった場合にも，他国はその「結果としての判決を承認・執行しないと
いう扱いをするにとどまる」ものと捉え，裁判権と国際的裁判管轄権とを明確に区別すべきもの
と考えておられる。
高桑昭「国際裁判管轄」池原季雄・早田芳郎編『渉外判例百選［第 ３ 版］』［別冊ジュリスト
No. 1３３］196頁（有斐閣，199５年），高桑昭「外国国家の民事裁判権免除特権の制限と放棄」ジュ
リ1３26号212頁，21４頁（200７年），及び，木棚照一ほか『国際私法概論［第 ５ 版］』282 - 8４頁［渡
辺惺之執筆部分］（有斐閣，200７年）。なお，後著において渡辺教授は，裁判権と国際裁判管轄
（権）とに関して，「国際法上の裁判権という抽象的な機能と，各国国内法上の要件としての国際
裁判管轄権という二元的な規律構成がなされているもの」と理解しておられ，他方で最近の国際
法学説において，裁判権概念を用いないで一元的構成を採る国家管轄権学説が有力になってきて
いること等も記しておられる。
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轄（権）が認められる場合に，次いで裁判権免除の問題を検討する手法の方が
妥当であるように思われる。なぜなら，近年，外国国家等が享受する民事裁判
権免除の問題に関して，絶対免除主義から制限免除主義への移行により，裁判
権免除の性格につき，被告の属性による制約（人的限界）から事件の性質によ
る制約（物的限界）に変質したと捉える見解が存することをも踏まえると，ま
た，国際裁判管轄（権）は，その有無の判断につき各国の自己抑制が行われる
としても，客観的に決定されるべきことが望ましいものと考えると，裁判権免
除の問題も包摂して幅広く国際裁判管轄（権）の問題と把握する方が，両問題
を統一的に捉えることができ，より理解しやすいものと思われるからである。
３ ．本稿の目的等
　最近，平成21年10月16日に米国ジョージア州（解雇）事件という，外国国家
等が絡んだ労働関係における解雇事件につき最高裁判所の判断が出され，また，
平成21年 ４ 月2４日に公布され，平成22年 ４ 月 1 日より施行されている「外国等
に対する我が国の民事裁判権に関する法律」という新しい法律（以下，「民事裁
判権免除法」という）も誕生し，民事裁判権免除の問題は注目されている。
　そこで，本稿では，まずは国際的労働関係から生ずる紛争における外国国家
等の民事裁判権免除の問題を中心に検討していきたい。裁判権免除の問題を，
国際法上の問題として国際裁判管轄（権）の問題と区別して捉えるか，あるい
は，国際裁判管轄（権）と併せて管轄（権）の問題と捉えるか，この点につい
ては上述のとおり国によっては見解が分かれるところでもあるが，両者を併せ
て（広義の）国際裁判管轄（権）の問題と把握する方法を採ることとする。し
たがって，まず第 1 章において，現在の（狭義の）国際裁判管轄（権）の決定
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道垣内正人「国際民事訴訟の争点」伊藤眞・山本和彦編『民事訴訟法の争点』22 - 2３頁（有斐
閣，2009年），同「外国国家が享受する民事裁判権免除に対する制限」私法判例リマークス３6
（2008〈上〉）1４6頁，1４9頁（2008年），及び，澤木敬郎・道垣内正人『国際私法入門〔第 6 版〕』
2７9頁（有斐閣，2006年［200７年第 ３ 刷補訂］）等。
そのような意味では，国際裁判管轄（権）の問題については，国際条約等により統一的な解決
を図ることが望まれる（村上正子「国際裁判管轄」伊藤眞・山本和彦編『民事訴訟法の争点』４0
頁（有斐閣，2009年）等）。
最二小判平21・10・16労判992号 ５ 頁，労経速20５8号 ３ 頁。
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に関する学説・判例を概観する。次に，第 2 章で外国国家等の民事裁判権免除
に関する従来の学説・判例等を踏まえたうえで，第 ３ 章では労働事件における
外国国家等の民事裁判権免除に関して，米国ジョージア州（解雇）事件最高裁
判決及び新たな民事裁判権免除法を中心に検討し，最後に国際的労働関係にお
ける裁判権免除のあり方や今後の検討課題等について言及してみたい。
第 １ 章　国際裁判管轄（権）の決定
１ ．国際裁判管轄（権）の有無の決定
　国際裁判管轄（権）の有無については，前述のとおり，一般的に統一された
国際条約が成立していない中，ある面では自己抑制しながら，各国が自国の自
主的な判断で決定することとなる。換言すれば，渉外事案において原告からの
訴えを受けた裁判所は，原則として自国の国際裁判管轄（権）のルールに従っ
（14）
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本稿では，国際裁判管轄（権）の問題と外国国家等に対する主権免除の問題の両者を併せて，
（広義の）国際裁判管轄（権）の問題と把握したうえで，まず裁判権に関しては特に民事裁判権
の問題に対象を絞り（ただし，渉外的要素を含む婚姻・離婚・親子関係などの国際家族法の領域
は対象外とする），かつ，直接管轄のみを対象とする。そのうえで，国際裁判管轄および国家免除
（主権免除）に関する従来の一般的な考え方（学説・判例）を踏まえたうえで，民事裁判権が問
題とされる中でも，とりわけ国際的労働関係事案における国家免除等の問題を中心に検討してい
く。なお，民事裁判権免除に関しては，裁判手続からの免除を対象とし，強制執行からの免除は
対象としていない。執行免除については，多喜寛「執行免除に関する最近の諸国の裁判例の動
向」國際法外交雑誌第10３巻第 ４ 号61頁（200５年），松井章浩「国際法上の国家財産に対する強制
執行からの免除」立命館法學第290号７6頁（200３年），及び，横溝大「国内に所在する外国国家財
産に対する執行について」金沢法学第４３巻第 2 号1３３頁（2000年）等が参考となる。
国際裁判管轄（権）に関する多数国間条約としては，欧州連合（EU）加盟国に関するものとし
て，1968年 9 月に調印された「民事及び商事事件における裁判管轄権及び判決の執行に関する条
約」（Convention on jurisdiction and the enforcement of judgments in civil and commercial 
matters）［ブリュッセル条約］，1988年 9 月に調印された「民事及び商事事件における裁判管轄権
及び判決の執行に関する条約」（Convention on jurisdiction and the enforcement of judgments in 
civil and commercial matters）［ルガーノ条約］，及び，EU 内で実質的にこれらの 2 つの条約に
取って代わることになる2002年 ３ 月発効の「民事及び商事事件における裁判管轄権並びに判決の
承認及び執行に関する理事会規則」（Council Regulation on jurisdiction and the recognition and 
enforcement of judgments in civil and commercial matters; (EC) No ４４/2001）［ブリュッセルⅠ
規則］がある。1989年にサン・セバスチャンで改正されたブリュッセル条約及び1988年のルガー
ノ条約に関して，特に国際労働契約事件の裁判管轄について詳しく論じた川口美貴『国際社会法
の研究』16５ - 91頁（信山社，1999年）が大いに参考となる。なお，米津孝司「グローバリゼーシ
ョンと国際労働法の課題」日本労働法学会編『講座21世紀の労働法　第 1 巻 21世紀労働法の展
望』268頁，2７0頁（有斐閣，2000年）も参照。
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て判断・決定すべきこととなる。わが国において国際裁判管轄（権）に関して
は，特定事項に関する条約上の規定を除けば，明文の規定がないと考えられて
おり，この国際裁判管轄（権）の有無の決定をどのようにして行うのかについ
ては，学説や裁判例上も見解が分かれていた。
　学説上の主たる見解としては，①民事訴訟法の土地管轄規定からわが国の裁
判所の国内管轄が肯定される場合には，国内土地管轄規定から逆にわが国の国
際裁判管轄が推知されるとする「逆推知説」，②国際裁判管轄の決定について
は，普遍主義的な立場より，国際的規模における裁判機能の各国への分配の問
題であると捉えたうえで，当事者の公平，裁判の適正・迅速を期するという基
本理念（条理）に従って行われるべきであるとする「管轄配分説」，③事件ご
との様々な要因を衡量して，管轄原因事実がどの程度国内に集中しているか，
すなわち当該事件とわが国（法廷地）との実質的関連性がどの程度あるかを検
討し，管轄の有無を判断すべきであるとする「利益衡量説」，及び，④民事訴
訟法の土地管轄規定を離れて，国際訴訟に適合的な事件類型を立てたうえで，
わが国の管轄権を肯定するための要件を定立しようとする「新類型説」などが
唱えられていた。
　これらの学説のうち①逆推知説と②管轄配分説との対立が長らく続いていた
が，逆推知説においては，予測可能性や法的安定性は存するものの，国際的配
慮に欠ける点，本来は国際裁判管轄（権）が国内土地管轄の前提となるべき点
及び国際管轄では裁量移送がない点で，また，管轄配分説においては条理の内
（16）
（17）
（18）
山川隆一「国際的労働関係の法律問題」日本労働法学会誌8５号 ５ 頁，1７頁（199５年）及び同
『国際労働関係の法理』12頁（信山社，1999年）。なお，ドイツの国際労働裁判管轄（権）の問題
については，米津孝司「ヨーロッパにおける国際労働法─ドイツにおける労働準拠法─」日本労
働法学会誌8５号３５頁，３6 - ３７頁（199５年）参照。
ただし，わが国において国際裁判管轄（権）に関する規定がないとは言えないと考える見解も
存する（藤田泰弘「日本裁判官の国際協調性過剰⑸」判タ2４9号４５ - ４6頁（19７0年）及び石黒一憲
『国際民事訴訟法』1４５ - ４6頁（新世社，1999年）等）。
荒木尚志「国内における国際的労働関係をめぐる法的諸問題」日本労働法学会誌8５号81頁，8３
頁（199５年），高橋・前掲注（	2	）論文４７ - ４9頁，渡辺・前掲注（	10	）書（執筆部分）288 - 89頁，大塚
章男『事例で解く国際取引訴訟──国際取引法・国際私法・国際民事訴訟法への総合アプロー
チ』16頁（日本評論社，200７年），及び，石川明・小島武司編『国際民事訴訟法』３５ - ３７頁（青林
書院，199４年）等。
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容が不透明であり，明確な基準に欠けるきらいがある点で不十分さが存してい
た。とはいえ，学説及び裁判例上もこの 2 説が中心となって展開されてきた。
２ ．国際裁判管轄（権）決定に関する判例の立場
　このような状況の中，マレーシア航空事件（最二小判昭５6・10・16民集３５巻 ７
号122４頁）の最高裁判決において，「国際裁判管轄を直接規定する法規もなく，
また，よるべき条約も一般に承認された明確な国際法上の原則もいまだ確立し
ていない現状のもとにおいては，当事者の公平，裁判の適正・迅速を期すると
いう理念により条理にしたがって決定するのが相当であり，わが民訴法の国内
の土地管轄に関する規定，例えば……その他民訴法の規定する裁判籍のいずれ
かがわが国内にあるときは，これらに関する訴訟事件につき，被告をわが国の裁
判権に服させるのが右条理に適うものというべきである」という判断が下された。
　この最高裁の立場をどのように理解するかについては見解の相違もみられる
ところではあるが，基本的には管轄配分説の考えを採りつつも，民訴法の土地
管轄規定に基づき判断することが条理（当事者の公平，裁判の適正・迅速を期する
という理念）に適うものと論じていることより，具体的には逆推知説により国
際裁判管轄（権）の有無の決定を行うという見解を採ったものと思われる。こ
の最高裁判決に対しては，賛否両論が存したが，国際裁判管轄（権）の決定に
関して依拠すべき明確な基準を示し，統一的な解決・予測可能性の欠如を払拭
するといった要請に応えた点では意義があると評価する見解がある。
（19）
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高橋・前掲注（	2	）論文４9 - ５0頁及び渡辺・前掲注（	10	）書（執筆部分）289頁等。
なお，本判決の判例評釈としては，多田・前掲注（	3	）判批166頁，早川吉尚「国際裁判管轄」伊
藤眞ほか編『民事訴訟法判例百選［第三版］』［別冊ジュリスト No. 169］2５0頁（有斐閣，200３年），
高桑・前掲注（	10	）判批196頁，小林秀之「国際裁判管轄とマレーシア航空事件判決」法セ３2４号20頁
（1982年），小原喜雄「日本国内に営業所を有する外国法人に対する損害賠償請求訴訟とわが国の
国際裁判管轄権」判例評論296号３9頁（判例時報108５号201頁）（198３年），澤木敬郎「裁判管轄権
再考─最高裁判決（昭５6．10．16）を契機として─」国際商事法務 9 巻12号611頁（1982年），山
田鐐一「外国法人に対する損害賠償請求訴訟の裁判権」民商法雑誌88巻 1 号100頁（198３年），及
び，平塚真「マレーシアにおける航空機事故に関する日本国内に営業所を有する外国法人に対す
る損害賠償請求と国際裁判管轄」［渉外判例研究］ジュリ７７0号1３9頁（1982年）等があり，また，
松岡博「国際取引における裁判管轄」阪大法学12４号 1 頁， 6 頁（1982年）及び小島武司「演習・
民事訴訟法 1 ─国際裁判管轄」法教26号122頁（1982年）も参考となる。
早川・前掲注（	20	）判批2５0頁等。
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　その後の下級審裁判例によって「特段の事情」という枠組みが付加されてい
ったが，最高裁もファミリー事件において，「どのような場合に我が国の国際
裁判管轄を肯定すべきかについては，国際的に承認された一般的な準則が存在
せず，国際的慣習法の成熟も十分ではないため，当事者間の公平や裁判の適
正・迅速の理念により条理に従って決定するのが相当である……。そして，我
が国の民訴法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内にあるときは，原則とし
て，我が国の裁判所に提起された訴訟事件につき，被告を我が国の裁判権に服
させるのが相当であるが，我が国で裁判を行うことが当事者間の公平，裁判の
適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情があると認められる場合に
は，我が国の国際裁判管轄を否定すべきである」と判示し，「修正逆推知説
（特段の事情論）」とも言うべき立場を採るに至っている。
　このファミリー事件最高裁判決は，前述のマレーシア航空事件で最高裁自身
が示した判断枠組みのうち，結果的には逆推知説の考えに依拠し国際裁判管轄
が比較的緩やかに肯定されることとなった点につき，下級審裁判例が修正を施
そうとした意を汲み，特段の事情論を採用した事件であり，国際裁判管轄
（権）の決定に関する現在の判例の立場でもある。もっとも，ファミリー事件
最高裁判決に対しては，具体的な事件解決としての結論については概ね高い評
価がなされているようであるが，民訴法の裁判籍のいずれかがわが国内にある
ときの認定を十分に行うことなく，直ちに特段の事情の有無の審査に入ってい
（22）
（23）
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例えば，東京地判昭５9・ ３ ・2７判時111３号26頁，東京地判昭61・ 6 ・20判時1196号8７頁，及び，
東京地判平元・ 6 ・19判タ７0３号2４0頁等。
最三小判平 9 ・11・11民集５1巻10号４0５５頁。なお，判示部分における下線は筆者が記したもの
である。
このファミリー事件の判例評釈として，高田裕成「『特段の事情』の考慮」櫻田嘉章・道垣内正
人編『国際私法判例百選［新法対応補正版］』［別冊ジュリスト No. 18５］168頁（有斐閣，200７年），
道垣内正人「国際裁判管轄の決定における『特段の事情』」［渉外判例研究］ジュリ11３３号21３頁
（1998年），中野俊一郎「日本法人がドイツ在住日本人に対して契約上の金銭債務の履行を求めた
訴訟につき日本の国際裁判管轄が否定された事例」法教21３号12４頁（1998年），海老沢美広「国際
裁判管轄における『特段の事情』の考慮」ジュリ11３５号［平成 9 年度重要判例解説］288頁（1998
年），山本和彦「日本法人がドイツに居住する日本人に対して契約上の金銭債務の履行を求める訴
訟につき日本の国際裁判管轄が否定された事例」民商法雑誌119巻 2 号268頁（1998年），及び，横
溝大「日本法人のドイツに居住する日本人に対する契約上の金銭債務の履行請求訴訟についての
国際裁判管轄の有無」［最高裁判所民事判例研究］法学協会雑誌第11７巻第 9 号1３５6頁（2000年）
等参照。
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る点で批判も存する。また，同最高裁判決は，「特段の事情」を考慮していく
際に，「当事者の公平，裁判の適正・迅速」という要素を用いて各事件の個別
的な事実関係を審査し，柔軟な解決を図り，妥当な結論を導き出せるという点
でメリットは存するものの，「特段の事情」という判断枠組みは裁判所の裁量
に大きく依存するものであり，結論の予測可能性や法的安定性という観点から
は必ずしも十分な判断枠組みとも言い切れない。
３ ．国際的労働関係事件における国際裁判管轄（権）の問題
　国際的な労働関係事件において，インターナショナル・エア・サービス事
件のようにわが国の国際裁判管轄権を肯定する事案が存したが，マレーシア航
空事件最高裁判決以降も同最高裁判決の枠組みに従って同様に国際裁判管轄権
肯定の判断を下したサッスーン・リミテッド事件，及び，ドイッチェ・ルフト
ハンザ・アクチェンゲゼルシャフト事件等がある。ドイッチェ・ルフトハン
（25）
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早川吉尚「判例における『特段の事情』の機能と国際裁判管轄立法」ジュリ1３86号22頁，2５頁
（2009年）。
同論文26 - 28頁。なお，マレーシア航空事件最高裁判決以後の財産関係事件に限定し，この
「特段の事情」に関する判断枠組みを裁判例を中心に分析している論稿として，河野俊行ほか
「国際裁判管轄に関する判例の機能──『特段の事情』を中心として」ＮＢＬ890号７2頁（2008
年）があり，非常に参考となる。
東京地決昭４0・ ４ ・26判時４08号1４頁。本判決の判例評釈として，尾﨑正利「国際的労働関係と
労働法規の適用──インターナショナル・エア・サービス事件」山口浩一郎ほか編『労働判例百
選［第 6 版］』［別冊ジュリスト No. 1３４］260頁（有斐閣，199５年）等。
東京地決昭6３・12・ ５ 労民集３9巻 6 号6５8頁。本判決の判例評釈として，高桑昭「在日英国人か
らの地位保全等仮処分事件の管轄権と準拠法」ジュリ961号2３７頁（1990年），及び，佐野寛「仮処
分の国際的裁判管轄権──英国法人と英国人間の雇用契約の準拠法」ジュリ9５７号［平成元年度重
要判例解説］28３頁（1990年）等。
東京地判平 9 ・10・ 1 労判７26号７0頁。本判決の判例評釈として，米津孝司「外国法人における
日本人従業員の付加手当請求と準拠法──ドイッチェ・ルフトハンザ・アクチェンゲゼルシャフ
ト事件」ジュリ11３５号［平成 9 年度重要判例解説］210頁（1998年），毛塚勝利「エアホステスの
労働契約の準拠法及び付加手当撤回権の留保と行使の効力」法時７0巻11号9５頁（1998年），土田道
夫「外国法人における付加給付の撤回と労働契約の準拠法──ドイッチェ・ルフトハンザ・アク
チェンゲゼルシャフト事件」ジュリ1162号1５0頁（1999年），河野俊行「日本人エアホステスが，
我が国に営業所を有するドイツ法人たる航空会社に対してなした賃金請求事件における国際裁判
管轄権と雇用契約の黙示の準拠法」私法判例リマークス19（1999〈下〉）1５３頁（1999年），陳一
「国際的労働関係と労働法規の適用」菅野和夫ほか編『労働判例百選［第 ７ 版］』［別冊ジュリス
ト No. 16５］2７2頁（有斐閣，2002年），山川隆一「労働契約の準拠法」櫻田嘉章・道垣内正人編
『国際私法判例百選［新法対応補正版］』［別冊ジュリスト No. 18５］66頁（有斐閣，200７年），及
び，野川忍「国際的労働関係と労働法規の適用」村中孝史・荒木尚志編『労働判例百選［第 8
版］』［別冊ジュリスト No. 19７］1４頁（有斐閣，2009年）等。
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ザ・アクチェンゲゼルシャフト事件では，ドイツ連邦共和国に本店を置く航空
会社に雇われていた日本人エアホステス（客室乗務員） ３ 名が，従来より基本
給の他に支給されていた付加手当の支給の一方的な取り止めは無効であるとし
て，同手当等の支払いを求めた事案において，裁判所は，国際裁判管轄につい
て，「被告が外国に本店を有する外国法人である場合はその法人が進んで服す
る場合のほか日本の裁判権が及ばないのが原則である。しかしながら，その例
外として，わが国の領土の一部である土地に関する事件その他被告がわが国と
なんらかの法的関連を有する事件については，被告の国籍，所在のいかんを問
わず，その者をわが国の裁判権に服させるのを相当とする場合のあることも否
定しがたいところである。そして，この例外的扱いの範囲については……当事
者間の公平，裁判の適正・迅速を期するという理念により条理にしたがって決
定するのが相当であり，わが民訴法の国内土地管轄に関する規定……その他民
訴法の規定する裁判籍のいずれかがわが国内にあるときは，これらに関する訴
訟事件につき，被告をわが国の裁判権に服させるのが右条理に適うものという
べきである」と上述のマレーシア航空事件最高裁判決を踏まえたうえで，「被
告は，ドイツ法に準拠して設立され，ドイツに本店を有する会社であるが，日
本における代表者を定め，東京都内に東京営業所を有するというのであるから，
たとえ被告が外国に本店を有する外国法人であっても，被告をわが国の裁判権
に服させるのが相当である」と結論付けている。
　その後は「特段の事情」を考慮した立場（修正逆推知説）から日本の裁判所
の管轄権を認めた裁判例も見られる。例えば，アメリカ合衆国デラウェア州法
に基づいて設立され，同国ニューヨーク州に営業の本拠を置く会社（被告）に
よる100パーセント出資に係る日本国内の子会社の閉鎖，及び，そのことを理
由とする解雇に関する原告らの不法行為の主張につき，基本的な加害行為地及
び損害発生地ともに日本国内にあることより，当時の民訴法1５条の裁判籍が日
本国内にあることを肯定し，さらに特段の事情の有無につき，当該子会社の閉
鎖の目的が組合つぶしであり偽装されたものか否かという争点に関する主要な
証拠方法等も日本国内にあると推認できること，また，被告が世界的な規模の
50　（50）
企業であり，日本にも清算中とはいえ子会社を有していることから，被告が日
本において代理人を選任し適切な訴訟活動を行うことは十分に可能であると考
えられることにより，特段の事情はないとして，日本の裁判所の管轄権を認め
たリーダーズダイジェスト事件等がある。
４ ．労働契約と国際的専属裁判管轄の合意
　なお，国際裁判管轄（権）に関しては，国際的専属裁判管轄の合意が問題と
されることがあるが，これには付加的管轄の合意と専属的管轄の合意とが存す
る。ある事件につきわが国の裁判権を排除し，他の特定の外国裁判所だけを第
1 審の管轄裁判所として指定するような国際的専属裁判管轄の合意に関しては，
①「当該事件がわが国の裁判権に専属的に服するものではなく」，かつ，②
「指定された外国の裁判所が，その外国法上，当該事件につき管轄権を有する
こと」の 2 要件をみたす場合には，原則として有効としつつ，当該「管轄の合
意がはなはだしく不合理で公序法に違反するとき」等の場合には例外的に無効
になると考えるのが判例の立場である。この判断枠組みに従いつつ，労働関係
の事件において国際的専属裁判管轄の合意が有効と判断された裁判例にユナイ
テッド航空事件等がある。同事件では，米国デラウェア州法に準拠して設立さ
れた航空会社（被告）と日本人客室乗務員（原告）との雇用契約において，米
国連邦裁判所ないしイリノイ州裁判所を専属的裁判管轄とする旨の合意が有効
に成立したものと判断され，さらに当該合意が甚だしく不合理で公序法に反す
（30） （31）
（32）
（33）
（34）
東京地〔中間〕判平元・ ３ ・2７労判５３6号 ７ 頁。本件の判例評釈として，陳一「アメリカ法人の
日本における100パーセント出資子会社の閉鎖に伴う紛争と日本の裁判管轄権──リーダーズ・ダ
イジェスト事件──」ジュリ9７8号16４頁（1991年）等。
荒木・前掲注（	18	）論文8４頁，尾崎正利「国際労働紛争処理」角田邦重ほか編『労働法の争点［第
３ 版］』29３頁（有斐閣，200４年），及び，野川・前掲注（	29	）判批1４頁等。
本間ほか・前掲注（	4	）書6５ - 66頁，及び，渡辺・前掲注（	10	）書（執筆部分）３06頁等。
チサダネ号事件（最三小判昭５0・11・28民集29巻10号1５５４頁）等。なお，このチサダネ号事件
の判例評釈として，平塚眞「合意管轄」池原季雄・早田芳郎編『渉外判例百選［第 ３ 版］』［別冊
ジュリスト No. 1３３］206頁（有斐閣，199５年），及び，渡辺惺之「合意管轄」櫻田嘉章・道垣内
正人編『国際私法判例百選［新法対応補正版］』［別冊ジュリスト No. 18５］1７6頁（有斐閣，200７
年）等。
東京地判平12・ ４ ・28労判７88号３9頁。なお，控訴審（東京高判平12・11・28労判81５号７７頁）
においても原審の判断が維持されている。
（30）
（31）
（32）
（33）
（34）
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るとまではいえないと結論付けられている。
　ただし，労働契約と国際裁判管轄の合意の問題を考える場合には，労使間の
交渉力や経済力格差を考慮に入れて，判例の枠組みにおける例外的に無効とな
る範囲をやや広く解していく必要があり，具体的には，「①国際的専属裁判管
轄の合意が使用者に一方的に有利な場合，②使用者が交渉上の優位性を利用し
て専属的裁判管轄合意に関する説明を行わず，事実上労働者に押しつけている
場合，③日本の労働法の適用を回避するために同合意を用いるなど，不当な動
機・目的が認められる場合」，あるいは，（実質的にはこれらの①～③の場合と重複
するかもしれないが，）管轄の濫用的移動やフォーラム・ショッピングに当たる
場合及び合意形成過程が形骸化している場合などがその対象となろう。上述の
ユナイテッド航空事件でもこれらのうちの①及び②は裁判所の判断の中で検討
されていたが，当該事件の事実関係の下，この例外は厳格に解されたようであ
る。ちなみに，EU では例えばブリュッセル条約（サン・セバスチャン条約によ
る改正以後）によって，このような管轄合意は，紛争発生後になされた場合，
及び，紛争発生前になされた管轄合意でも，労働者が当該合意を援用する場合
に限って有効と規定していることなどが注目に値する。
（35）
（36）
（37）
（38） （39）
土田道夫ほか『ウォッチング労働法［第 ３ 版］』３08 - ３09頁［土田道夫執筆部分］（有斐閣，
2009年），及び，土田道夫「グローバリゼーションとは何か」浜田冨士郎ほか編『グローバリゼー
ションと労働法の行方』 ３ 頁，20頁（勁草書房，200３年）。
貝瀬幸雄「国際裁判管轄の合意」澤木敬郎・青山善充編『国際民事訴訟法の理論』７７頁，126 -
2７頁（有斐閣，198７年）。
土田・前掲注（	35	）論文20頁参照。
川口・前掲注（	15	）書1７9 - 80頁。
なお，前掲注（	4	）に記したとおり，200５年 6 月にハーグ国際私法会議において「管轄合意に関す
る条約」が採択されたが，同条約では労働契約に関する管轄合意は適用除外とされている（第 2
条第 1 項⒝）。他方，わが国においても2009年 ７ 月，法制審議会国際裁判管轄法制部会により，民
事の「国際裁判管轄法制に関する中間試案」が公表され，「管轄権に関する合意等」や労働関係に
関する訴えの場合のルール等が盛り込まれている（高橋宏志ほか「〔座談会〕国際裁判管轄に関す
る立法の意義」ジュリ1３86号 ４ 頁以下（2009年）及び「〔資料〕国際裁判管轄法制に関する中間試
案」ジュリ1３86号62 - 66頁（2009年）等）。この中間試案は，2010年には「国際裁判管轄法制の整
備に関する要綱」（法務省の WEB サイト http://www.moj.go.jp/shingi1/SHINGI2_10020５-2-1.
html に掲載〔2010年 9 月現在〕）となっている。
（35）
（36）
（37）
（38）
（39）
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第 ２ 章　外国国家等の民事裁判権免除
１ ．主権免除又は国家免除の原則
　国際裁判管轄（権）に関連する概念に裁判権があるが，国際法学上，裁判権
はある国の国家主権に由来する権能であり（司法権の一作用），民事裁判権につ
いては，原則として，自国領域内にいるあらゆる人および物に対して及ぶ。し
かし，外国国家，外交使節や国際機関等に対しては，外国の国家主権の尊重，
その行使を担う者の機能保障，及び，国際機関の活動の円滑化保障という観点
から，裁判権についても一定の制約があるものと考えられ，従来より国際慣習
法等により全面的に又は一定範囲において裁判権を免除すべきものとされてき
た。ただし，外国国家，外交使節・領事，国際機関等に対する裁判権免除の
ルールは，それぞれに沿革を異にして形成されてきたものであり，その制度的
根拠等も同一ではないことを念頭に置いておかなければならない。
　国家はその行為または国有財産をめぐる争訟について，国際法上一般に外国
の裁判所の管轄に服することを免除されるが，この原則のことを主権免除
（sovereign immunity）または国家免除（state immunity）という。この主権免除
の原則は，従来，国家が主権を有し，互いに独立，平等であることの帰結とし
て，あるいは，国家の威厳・尊厳等も根拠として，当然に認められるものと説
明されることが多かったが，その際には，「対等なる者は，対等なる者に対し
（40）
（41）
（42）
（43）
（44）
大塚・前掲注（	18	）書61 - 62頁，松岡博編『国際関係私法入門〔第 2 版〕』2５2頁［多田望執筆部
分］（有斐閣，2009年），及び，廣江健司『国際民事関係法─国際私法・国際民事手続法・国際取
引法』20頁（成文堂，2008年）等。
太寿堂鼎「民事裁判権の免除」鈴木忠一・三ヶ月章監修『新・実務民事訴訟講座第 ７ 巻国際民
事訴訟・会社訴訟』４５頁（日本評論社，1982年），大塚・前掲注（	18	）書61 - 62頁，及び，岩沢雄司
「外国国家及び国際機関の裁判権免除」高桑昭・道垣内正人編『新・裁判実務大系 ３ 国際民事訴
訟法（財産法関係）』1５頁（青林書院，2002年）等。
太寿堂・前掲注（	41	）論文４５頁，大塚・前掲注（	18	）書62頁，及び，高桑昭「民事裁判権の免除」澤
木敬郎・青山善充編『国際民事訴訟法の理論』1４７頁，1４8 - ５0頁（有斐閣，198７年）等。なお，
本稿においては，「外国国家等の民事裁判権免除」につき考察しているが，民事裁判権免除の享有
主体である外交使節・領事や国際機関等については対象外とし，基本的には外国国家（連邦国家
の支分国としての州を含む）のみを対象として検討している。
山本・前掲注（	7	）書2４9頁。
太寿堂・前掲注（	41	）論文４７頁，及び，国際法学会編『国際関係法辞典〔第 2 版〕』４５6頁［太寿堂
鼎・薬師寺公夫執筆部分］（三省堂，200５年）。
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て支配権を持たない」（“Par in parem non habet imperium”）という格言ないしは
原理に言及されることもあった。いずれにせよ，国家は，原告として外国の裁
判所に訴えを提起できるが，自発的に免除を放棄して応訴した場合のほか，法
廷地国に存在する不動産を目的とする権利関係に係る訴訟や法廷地国に存在す
る財産の相続に関する訴訟という例外的な場合を除いて，その同意なしに被告
として他国の裁判所の管轄権に服せしめられることはない（このような考え方を
「絶対免除主義」という）。
　裁判権免除の問題と国際裁判管轄（権）の問題との関係をどのように考える
かについては，裁判権免除の問題は国際法上の問題として，国際裁判管轄
（権）の問題とは区別して把握し，管轄（権）の問題に先行して判断していく
というのがわが国における判例・通説であると思われるが，上述のとおり，裁
判権免除の問題と国際裁判管轄（権）の問題の両者を併せて（広義の）国際裁
判管轄（権）の問題と統一的に把握する方が妥当であると考える。従って，こ
の立場からすると，まずは（狭義の）国際裁判管轄（権）の有無の問題を先に
判断し，その国際裁判管轄（権）が認められる場合に，当事者の一方が外国国
（45）
（46）
（47）
（48）
太寿堂鼎「国際法における国家の裁判権免除」法學論叢第68巻第 ５ ・ 6 号106頁，1３0頁（1961
年），太寿堂・前掲注（	41	）論文４７頁，及び，広部和也「最近における主権免除原則の状況」國際法
外交雑誌第10４巻第 1 号 1 頁， 6 頁（200５年）等。
太寿堂・前掲注（	41	）論文４７頁，国際法学会編・前掲注（	44	）辞典４５6頁，廣江・前掲注（	40	）書20頁，
及び，山本・前掲注（	7	）書2４9頁等。
道垣内・前掲注（	9	）書（執筆部分）6７ - 69頁，高桑・前掲注（	10	）判批196頁，多田・前掲注（	40	）書
（執筆部分）2５2頁，及び，渡辺・前掲注（	10	）書（執筆部分）282 - 8４頁等。
国際裁判管轄（権）の問題の中に裁判権免除の問題も包摂して考える方が妥当であると思う理
由としては，序章本文で記したほかに，国内における「裁判を受ける権利」（憲法第３2条）の実現
という点で少しでも長けていると思われることが挙げられる。外国国家等の民事裁判権免除の問
題が生じる場合には，外国国家等の契約の相手方となった私人等の「裁判を受ける権利」の問題
をどのように考えていくのかが一つの大きな課題となってくるが，国際法上の問題として最初に
外国国家等の裁判権免除の問題を判断し，仮に「免除」と判断されて訴えが却下されてしまうよ
りも，まずは（狭義の）国際裁判管轄（権）の有無を判断し，（制限免除主義の立場を前提とすれ
ば）管轄権有りの場合には一応審理に入っていき，その過程の中で裁判権免除に該当するケース
か否かを検討していく方が，裁判における最終的な結論がたとえ同一であったとしても，「裁判を
受ける権利」の保障という点でみた場合に，ひとまず財政的側面での裁判の効率的な運用という
点を横に置くと，まだ少しは保障の実現に向けた努力の跡がみられるのではないかと思われる。
なお，外国国家免除及び裁判を受ける権利に関しては，水島朋則「外国国家免除と国際法上の
『裁判を受ける権利』との関係（一），（二）・完」法學論叢第1５３巻第 6 号82頁，同第1５４巻第 2 号
9７頁（200３年），及び，広部・前掲注（	45	）論文 2 - 12頁において詳しく論じられている。
（45）
（46）
（47）
（48）
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家等であるときには次のステップとして裁判権免除の問題を検討するというこ
とになる。
　この主権国家の裁判権免除の原則は，もともとは「国内法における国王の無
答責の原則が主権国家の平等の観念と結びついて国際法上認められるに至っ
た」もの，あるいは，「レッセ・フェールの影響を受けて国家機能が著しく縮
小した19世紀の中葉に，それまで欧米諸国の国内裁判で行われていた慣行が国
家主権観念に結びついて，国際法上の原則として確立」されたものと言われて
いる。その後，主権免除の原則は，各国の判例や慣習により展開されていった
が，19７0年代頃から外国国家の裁判権免除等についての立法化を図る国も登場
し始めた（もっとも，その内容や法的形式は国により様々であった）。そして現在で
は，200４年 に 国 連 国 家 免 除 条 約（United Nations Convention on Jurisdictional 
Immunities of States and Their Property）が採択されるに至っている。
（49）
（50）
（51）
（52）
（53）
（54）
このような趣旨から，本稿では，第 1 章において（狭義の）国際裁判管轄（権）の決定に関す
るわが国の現況を概観した。そして，本章においては，その国際裁判管轄（権）が肯定されたこ
とを前提に，次なる段階として外国国家等が関係している場合の（当該外国国家等の）民事裁判
権免除の問題につきわが国の現状を把握し，そのうえで第 ３ 章において，本稿の中心テーマであ
る労働事件に関する外国国家等の民事裁判権免除の問題を検討するという手順で進めている。
なお，本文における次の段落及び後掲注（	54	）に記載した国連国家免除条約に関しては，外国国家
等の民事「裁判権免除の問題を，当該裁判所が国際裁判管轄を有するとされた後に検討されるべ
きものと位置付けていると考えられる」旨を述べた見解もある（飛澤知行「外国等に対する我が
国の民事裁判権に関する法律（対外国民事裁判権法）の概要について」民事月報6４巻 ７ 号 9 頁，
1４頁（2009年））。
高桑昭「国際民事訴訟法」高桑昭・道垣内正人編『新・裁判実務大系 ３ 国際民事訴訟法（財産
法関係）』 ３ 頁， 9 頁（青林書院，2002年）。
国際法学会編・前掲注（	44	）辞典４５6頁，及び，太寿堂・前掲注（	45	）論文「国際法における国家の裁
判権免除」1３0 - ３1頁等。
国家の裁判権免除に関する，1960年頃までの国際的レベルにおける歴史的変遷及び理論状況に
ついては，太寿堂・前掲注（	45	）論文「国際法における国家の裁判権免除」106頁以下が詳しく論じ
ている。また，立法化の状況として，ヨーロッパ国家免除条約（The European Convention on 
State Immunity）及びアメリカ合衆国の法律案については，太寿堂鼎「主権免除をめぐる最近の
動向」法學論叢第9４巻第 ５ ・ 6 号1５2頁，1７2 - 91頁（19７４年），アメリカ合衆国の外国主権免除法
（Foreign Sovereign Immunities Act of 19７6）については，西立野園子「米国主権免除法」ジュ
リ７2７号11７頁以下（1980年）において詳細な説明がなされている。その他，19７8年にはイギリス
（国家免除法（State Immunity Act 19７8）），19７9年にシンガポール，1981年にパキスタンと南ア
フリカ連邦，1982年にカナダ，198５年にオーストラリア，そして199５年にはアルゼンチンと，制
限免除主義をベースとした国家免除法がそれぞれ制定されていった（岩沢・前掲注（	41	）論文16頁，
高桑・前掲注（	42	）論文1５７ - 6５頁，及び，広部和也「裁判免除と執行免除」澤木敬郎・秌場準一編
『国際私法の争点（新版）』220頁（有斐閣，1996年）等）。
国際法学会編・前掲注（	44	）辞典４５6頁等。
200４年12月に国連総会で採択された「国及びその財産の裁判権からの免除に関する国際連合条
（49）
（50）
（51）
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２ ．絶対免除主義から制限免除主義へ
　主権免除又は国家免除の原則は，各国においてその具体的な運用に関して国
家実行に相違があり，その免除の範囲につき，絶対免除主義と制限免除主義の
対立がみられた。わが国では従来，外国国家等の民事裁判権に関しては，判例
によると，国際法上の原則に従えば，不動産関係事件や財産相続関係事件を除
き，外国国家を被告とする訴訟に関しては裁判権は当該外国国家に及ばないと
いう「絶対免除主義」の考え方が採られてきた（大決昭 ３ ・12・28大審院民事判
例集 ７ 巻12号1128頁）。
　この大審院の事案は，当時の中華民国代理公使が振り出した約束手形を譲り
受けた原告らが，被告である中華民国に対してその支払いを求めて訴えを提起
したものであったが，その決定要旨では，「凡ソ國家ハ其ノ自制ニ依ルノ外他
國ノ權力作用ニ服スルモノニ非サルカ故ニ不動產ニ關スル訴訟等特別理由ノ存
スルモノヲ除キ民事訴訟ニ關シテハ外國ハ我國ノ裁判權ニ服セサルヲ原則トシ
只外國カ自ラ進ンテ我國ノ裁判權ニ服スル場合ニ限リ例外ヲ見ルヘキコトハ國
際法上疑ヲ存セサル所ニシテ此ノ如キ例外ハ條約ヲ以テ之カ定ヲ爲スカ又ハ當
該訴訟ニ付若ハ豫メ將來ニ於ケル特定ノ訴訟事件ニ付外國カ我國ノ裁判權ニ服
スヘキ旨ヲ表示シタルカ如キ場合ニ於テ之ヲ見ルモノトス然レトモ此ノ如キ旨
ノ表示ハ常ニ國家ヨリ國家ニ對シテ之ヲ爲スコトヲ要スルハ勿論ニシテ假ニ外
國ト我國臣民トノ間ニ民事訴訟ニ關シテ外國カ我國ノ裁判權ニ服スヘキ旨ノ協
定ヲ爲スモ其ノ協定自體ヨリ直ニ外國ヲシテ我國ノ裁判權ニ服セシムルノ效果
ヲ生スルコトナキモノト謂ハサルヘカラス然ラハ外國ニ對シ我國ノ臣民ヨリ民
（55）
（56）
約（国連国家免除条約）」に関しては，山田中正「国連国家免除条約」國際法外交雑誌第10５巻第
４ 号21３頁以下（200７年）において，国連国際法委員会での審議状況等も含めて詳しく解説されて
いる。なお，同条約の訳語もこの論文に拠っている。ただし，前述の米国ジョージア州（解雇）
事件における原審の判断に関する部分では，同判決の記述に従い，「国連裁判権免除条約」の訳語
を用いており，また，最高裁の判断部分でも同様の考えにより「免除条約」と記している。
渡辺・前掲注（	10	）書（執筆部分）28４頁。
本事案の判例評釈として，山田正三「民事訴訟の當事者と外國」法學論叢第21巻第 6 号9４2頁
（1929年），横田喜三郎「外國に對する民事裁判管鎋權」［國際判例硏究］國際法外交雑誌第28巻
第 6 号７2頁（1929年），及び，小田滋（・岩沢雄司）「裁判権免除⑴」池原季雄・早田芳郎編『渉
外判例百選［第 ３ 版］』［別冊ジュリスト No. 1３３］192頁（199５年）等がある。
（55）
（56）
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事訴訟ノ提起アリタルニ當リテハ敍上ノ如キ外國カ我國ノ裁判權ニ服スヘキ特
別ノ事情ノ存スル場合ノ外我國ノ裁判權ハ外國ニ對シテ存在セサルモノニシテ
該訴訟ノ不?法ナルヤ極メテ明瞭ナリ」と述べられていた。
　その後もわが国の裁判例は，この大審院判例を引用し，外国国家に対する裁
判権免除を認めてきた。例えば，日本に駐留する米軍及びその施設に対して裁
判権からの免除を認めた裁判例などがある。もっとも，駐留軍板付空軍基地に
おける将校クラブの自動車運転手あるいは下士官・兵員食堂の給仕であった軍
直傭労務者（日本人申請人等）に対してなされた解雇の効力を停止する仮処分命
令が求められた事案につき，「全く軍務と関係のない業務に従事している」こ
と，「その給与も軍と独立の会計を有する歳出外資金による機関の収益或いは
下士官，兵等の醵金等によつて賄われている」ことにより，「その雇傭関係は
駐留軍と関係なき私人のするそれと何ら異らず，たまたま労務連絡士官たる職
責にある被申請人が雇傭関係を決定するからといつて，そのことは何ら本来私
的な関係にすぎない申請人等の雇傭関係に別異の性格を附与するものではな」
く，「申請人等の如き軍直傭労務者と雇傭契約をすることは私法上の契約と認
めるべく被申請人の公法上の行為ということは到底できない」と述べたうえで，
当該仮処分命令の申請に対してわが国は裁判権を有すると判断した裁判例も存
する。この裁判例は下級審の判断ではあるが，制限免除主義に傾斜したものと
考えられる。
　しかしながら，国家が私人と同様の取引行為を営むことも多くなるにつれて，
外国国家と取引きを行い契約関係の相手方等となった私人の保護を図る必要性
も強く意識され始め，近年，とりわけ19７0年代以降は外国国家等が裁判権から
免除される範囲を制限しようとする「制限免除主義」の考え方が有力となり，
（57）
（58）
（59）
小田（岩沢）・前掲注（	55	）判批192頁。福岡高決昭３1・ ３ ・1５下民集 ７ 巻 ３ 号629頁，青森地決昭
３1・ 2 ・1４労民集 ７ 巻 1 号10３頁，及び，東京地判昭３2・ ３ ・16労民集 8 巻 2 号2４３頁等がある。
板付基地解雇事件（福岡地判昭３1・ ３ ・2３労民集 ７ 巻 2 号３５1頁，３５9 - 60頁）。なお，駐留軍労
務者の解雇の適法性について詳しく論じたものに，小西國友「解雇の事由（六・完）──判例理
論を中心にして──」法学協会雑誌第8７巻第 2 号19５頁，20７ - 1７頁及び2３9 - ４8頁（19７0年）があ
る。
小田（岩沢）・前掲注（	55	）判批19３頁。
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諸外国の立法や裁判例，国際的な条約などにおいてもこの制限免除主義が認め
られるようになってきた。社会主義国や開発途上国を除いて，主要先進工業国
の中ではわが国以外に絶対免除主義を採用する国がないような状況も出現して
きていた。このような制限免除主義への移行が世界的な流れとなってきた中，
わが国の学説上も制限免除主義を採用するべきであるという見解も強く唱えら
れるに及び，また，下級審判断の中にも制限免除主義を肯定する裁判例が登場
し，最高裁も横田基地夜間飛行差止等請求事件（最二小判平1４・ ４ ・12民集５6巻
４ 号７29頁）の傍論においてではあるが，制限免除主義を認めるかのような判断
も示し始めた。「絶対免除主義から制限免除主義へ」という潮流の中で，特に
この最高裁判断については，「実質的には，絶対免除主義をとる大審院判例を
変更する姿勢を示しており，制限免除主義への途を開いた」ものと把握する見
解も存する。
（60）
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岩沢・前掲注（	41	）論文1５ - 16頁，石黒・前掲注（	17	）書69頁及び多田・前掲注（	40	）書（執筆部分）
2５３頁等。
小田（岩沢）・前掲注（	55	）判批19３頁及び小林・村上・前掲注（	6	）書７9 - 80頁等。
東京地判平12・11・３0判時1７４0号５４頁等。このナウル共和国金融公社及びナウル共和国が被告
となった地裁判決の判例評釈としては，道垣内正人「制限免除主義による裁判権の肯定」ジュリ
1202号［平成12年度重要判例解説］29７頁（2001年）等がある。なお，この事案の控訴審では，前
述の昭和 ３ 年大審院決定を踏まえて，ナウル共和国が敗訴していた部分については原判決が取り
消され，ナウル共和国に対する訴えは却下されるという結末となっている（東京高判平1４・ ３ ・
29判例集未登載；澤田壽夫ほか編『マテリアルズ国際取引法 International Business Law: Notes, 
Cases & Materials』21 - 2３頁（有斐閣，200４年）参照）。
本判決の原審は東京高判平10・12・2５民集５6巻 ４ 号７96頁，判時166５号6４頁，第 1 審は東京地八
王子支判平 9 ・ ３ ・1４民集５6巻 ４ 号７9５頁，判時1612号101頁である。原審についての判例評釈と
して廣部和也「米軍に関する裁判権免除」ジュリ11５７号［平成10年度重要判例解説］282頁（1999
年）等，また，第 1 審については平覚 ｢国家の裁判権免除｣ ジュリ11３５号［平成 9 年度重要判例
解説］2７9頁（1998年）等がある。
このように述べる文言に対しては，既に19世紀よりベルギーやイタリアの裁判所のように，制
限免除主義に基づき業務管理行為には主権免除を与えていなかったところもあり，絶対免除の国
際慣習法が成立する基礎となるべき ｢慣行｣ は当時から存在していなかったと唱える見解もある
（水島朋則「国際法規則としての主権免除の展開と免除範囲との関係について」國際法外交雑誌
第10７巻第 ３ 号22頁，３1頁（2008年），及び，龔刃韌「国際法における国家裁判免除の歴史的展開
（ 2 ・完）」北大法学論集第４0巻第 2 号４22頁（1989年）等）。
広部和也「外国国家（駐留米軍 ) に対する裁判権免除」法教269号16４頁（200３年）。この最高裁
判決についての判例評釈としては他に薬師寺公夫「在日米軍の飛行訓練と国家の裁判権免除」ジ
ュリ12４6号［平成1４年度重要判例解説］2５７頁（200３年）等がある。
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３ ．制限免除主義への判例変更
　このような動向の中，パキスタン・イスラム共和国貸金請求事件（最二小判
平18・ ７ ・21民集60巻 6 号2５４2頁）において，絶対免除主義の立場を採っていた
上述の昭和 ３ 年大審院決定を改め，わが国の最高裁もついに制限免除主義への
判例変更を行った。現在ではこの制限免除主義が通説ともなっているが，同事
件において最高裁は次のように判示していた。
　⑴「外国国家に対する民事裁判権免除に関しては，かつては，外国国家は，
法廷地国内に所在する不動産に関する訴訟など特別の理由がある場合や，自ら
進んで法廷地国の民事裁判権に服する場合を除き，原則として，法廷地国の民
事裁判権に服することを免除されるという考え方（いわゆる絶対免除主義）が広
く受け入れられ，この考え方を内容とする国際慣習法が存在していたものと解
される。しかしながら，国家の活動範囲の拡大等に伴い，国家の行為を主権的
行為とそれ以外の私法的ないし業務管理的な行為とに区分し，外国国家の私法
的ないし業務管理的な行為についてまで法廷地国の民事裁判権を免除するのは
相当でないという考え方（いわゆる制限免除主義）が徐々に広がり，現在では多
（66）
（67）
（68）
本最高裁判決の判例評釈としては，平覚「国家の民事裁判権免除」法教３1４号 2 頁（2006年），
和田吉弘「民事裁判権」法セ62３号122頁（2006年），和知麻里亜「外国国家の私法的行為に対する
民事裁判権──最二判平成18・ ７ ・21を巡って──」金融・商事判例12５４号 2 頁（2006年），高
桑・前掲注（	10	）論文「外国国家の民事裁判権免除特権の制限と放棄」212頁，林道晴「重要判例紹
介（最二判平成18・ ７ ・21）」［民事法判例研究］金融・商事判例12５9号 2 頁（200７年），水島朋則
「外国国家に対する民事裁判権免除──制限免除主義への判例変更」ジュリ1３３2号［平成18年度
重要判例解説］2７７頁（200７年），小寺彰「国家の裁判権免除に関する制限免除主義の採用」判例
評論５82号３0頁（判例時報1968号208頁）（200７年），三木素子「時の判例（最高裁平成18年 ７ 月21
日第二小法廷判決）」ジュリ1３４2号1７７頁（200７年），同「最高裁判所判例解説（平成18・ ７ ・21，
2 小判）」法曹時報61巻 6 号19３9頁（2009年），河野真理子「裁判権免除」櫻田嘉章・道垣内正人
編『国際私法判例百選［新法対応補正版］』［別冊ジュリスト No. 18５］16４頁（有斐閣，200７年），
道垣内・前掲注（	11	）論文「外国国家が享受する民事裁判権免除に対する制限」1４6頁，及び，早川
吉尚「（判例批評）外国国家に対する裁判権免除の制限と免除特権の放棄」民商法雑誌第1３9巻第
2 号1７７頁（2008年）等参照。なお，この最高裁判決の事件名については，小林・村上・前掲注
（	6	）書8４頁に依拠した。
最高裁によるこの判例変更には７8年もの年月を要しているが，その理由については，わが国で
は欧米諸国に比べて主権免除に関する事案がもともと少なく，最高裁自体これまで判例変更に適
した事案に廻りあう機会に恵まれなかったことにあると捉える見解がある（平・前掲注（	66	）判批 ３
頁等）。
最高裁判示部分における下線及び太字等の強調箇所は筆者が記したものである。なお，以下本
文で裁判所の判決及び法律規定の原文を引用した部分において下線等を付したものも同様である。
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くの国において，この考え方に基づいて，外国国家に対する民事裁判権免除の
範囲が制限されるようになってきている。これに加えて，平成16年12月 2 日に
国際連合第５9回総会において採択された『国家及び国家財産の裁判権免除に関
する国際連合条約』も，制限免除主義を採用している。このような事情を考慮
すると，今日においては，外国国家は主権的行為について法廷地国の民事裁判
権に服することを免除される旨の国際慣習法の存在については，これを引き続
き肯認することができるものの……，外国国家は私法的ないし業務管理的な行
為についても法廷地国の民事裁判権から免除される旨の国際慣習法はもはや存
在しないものというべきである。」
　「外国国家の主権を侵害するおそれのない場合にまで外国国家に対する民事
裁判権免除を認めることは，外国国家の私法的ないし業務管理的な行為の相手
方となった私人に対して，合理的な理由のないまま，司法的救済を一方的に否
定するという不公平な結果を招くこととなる。したがって，外国国家は，その
私法的ないし業務管理的な行為については，我が国による民事裁判権の行使が
当該外国国家の主権を侵害するおそれがあるなど特段の事情がない限り，我が
国の民事裁判権から免除されないと解するのが相当である。」
　⑵「外国国家は，我が国との間の条約等の国際的合意によって我が国の民事
裁判権に服することに同意した場合や，我が国の裁判所に訴えを提起するなど
して，特定の事件について自ら進んで我が国の民事裁判権に服する意思を表明
した場合には，我が国の民事裁判権から免除されないことはいうまでもないが，
その外にも，私人との間の書面による契約に含まれた明文の規定により当該契
約から生じた紛争について我が国の民事裁判権に服することを約することによ
って，我が国の民事裁判権に服する旨の意思を明確に表明した場合にも，原則
として，当該紛争について我が国の民事裁判権から免除されないと解するのが
相当である。なぜなら，このような場合には，通常，我が国が当該外国国家に
対して民事裁判権を行使したとしても，当該外国国家の主権を侵害するおそれ
はなく，また，当該外国国家が我が国の民事裁判権からの免除を主張すること
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は，契約当事者間の公平を欠き，信義則に反するというべきであるからであ
る。」
　この事案は，外国国家であるパキスタン・イスラム共和国（被上告人，以下
「Ｙ」という）の国防省関連会社であり，Ｙの代理人である訴外Ａ社との間で，
Ｙに対し高性能コンピューター 2 台等を売り渡す売買契約を締結し，その目的
物である製品を納入したものの，Ｙがそれらの代金を支払わなかったために，
その後，売買代金債務を消費貸借の目的とする準消費貸借契約を締結したと主
張する，日本の株式会社（上告人，以下「Ｘら」という）が，Ｙに対して貸金元
金並びにこれに対する約定利息及び約定遅延損害金の支払いを求めて提訴した
ものである。
　最高裁は，上述⑴のとおり，外国国家に対する民事裁判権免除に関して，私
法的ないし業務管理的な行為については，特段の事情がない限り，外国国家は
わが国の民事裁判権から免除されないという判断枠組みを一般的に論じたうえ
で，この事案については，ＸらとＹとの間で上述の売買契約や準消費貸借契約
が締結等されたことを前提とすれば，Ｙの行為は，「その性質上，私人でも行
うことが可能な商業取引であるから，その目的のいかんにかかわらず，私法的
ないし業務管理的な行為に当たるというべきである」と判断して行為性質基準
説を採り，前述の特段の事情のない限り，Ｙは「我が国の民事裁判権から免除
されない」と述べている。また，上述⑵のとおり，民事裁判権免除の特権放棄
（69）
外国国家に対する民事裁判権免除に関して，制限免除主義を採用した場合に，外国国家の行為
が「私法的ないし業務管理的な行為」に当たるか否かの判断基準については，学説等において，
行為目的基準説と行為性質基準説との対立を中心に論じられてきたが，この最高裁判決は，近年
有力となりつつあった行為性質基準説の考え方を採り入れた。しかしながら，この点については，
「問題の行為自体の性質を検討せず，当該行為が私人によってもなしうるか否かという，行為主
体に着目した判断を示し」ているという指摘（河野・前掲注（	66	）判批16５頁）や，この事案におけ
る高性能コンピューターがパキスタン国防省へ納入予定であったとした場合，「はたして単純に
『私人でも行うことが可能な商業取引』であるといえるかが疑問となりうる」という問題提起
（平・前掲注（	66	）判批 ３ 頁）もなされている。
なお，この判断基準（制限免除主義の適用基準）に関する学説等については，太寿堂・前掲注
（	52	）論文「主権免除をめぐる最近の動向」1５6 - 6３頁，及び，同・前掲注（	41	）論文５2 - ５５頁において
詳しく論じられている。
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（手続）に関して，私人との契約書中の明文の規定によりわが国の民事裁判権
に服する旨の意思を明確に表明した場合には，原則としてわが国の民事裁判権
から免除されないと解し，この点でも昭和 ３ 年大審院決定を変更した。
　このパキスタン・イスラム共和国貸金請求事件の最高裁判決は，絶対免除主
義から制限免除主義への判例変更を明示した点で非常に意義深い重要な事案で
あるが，制限免除主義を採用した場合，民事裁判権免除から除外される「私法
的ないし業務管理的な行為」に該当するのはいかなる行為であるかを具体的に
は述べていない点，及び，「当該外国国家の主権を侵害するおそれがあるなど
特段の事情がない限り」という留保の趣旨が明らかではない点等において問題
があるとも考えられている。
第 ３ 章　労働事件における外国国家等の民事裁判権免除
─米国ジョージア州（解雇）事件判決等を中心に─
　労働関係事件における外国国家等の裁判権免除が問題となった事案としては，
米国州設置の港湾局・極東代表部で現地採用された日本人職員が同州により解
雇されたケースである米国ジョージア州（解雇）事件（最二小判平21・10・16労
判992号）があり，つい最近最高裁判断が下されたところである。国際的労働関
（70）
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高桑・前掲注（	10	）判批「外国国家の民事裁判権免除特権の制限と放棄」21４ - 1５頁，小寺・前掲
注（	66	）判批210頁及び平・前掲注（	66	）判批 ３ 頁等。高桑教授によれば（同判批21５頁），特段の事情と
いう留保に関して，「このような留保は私法的な行為のように見えても主権侵害となる場合もある
という行為目的説による限定を付したもののようにも思われる。行為目的説を加えると，制限免
除主義の基準は明確ではなくなるであろう。」と批判的であるが，他方，「国内判例の蓄積の乏し
い現段階においては，一見すると私法的商業的性質を有する外国国家の行為であっても，我が国
の民事裁判権の行使が外国国家の主権を侵害するおそれがある場合があり得ないとは言い切れな
いことに配慮したもの」と把握する見解（三木・前掲注（	66	）判批「時の判例」180頁）もある。後
者の見解では，特段の事情が認められるのは極めて例外的な場合に限られることとなり，さらに，
「『特段の事情』という留保を付していることをもって，絶対免除主義に近い国家実行の余地を残
したとか，行為目的基準説による限定を付したものと解するのは，本判決の正しい解釈とは言い
難いように思われる」とも述べておられる（180頁）。
また，今後この「特段の事情」論が実際にどのような機能を果たすことになるのかに関しては，
「『特段の事情』がある場合に例外的に国際裁判管轄を否定する最高裁平成 9 年11月11日第三小法
廷判決（民集５1巻10号４0５５頁）を想起させるものであり，広義の国際私法の観点も踏まえて分析
すべき問題であろう」という指摘も存する（水島・前掲注（	66	）判批2７9頁）。
同事件最高裁判決の判例評釈としては，越山和広「米国ジョージア州を被告とする民事訴訟に
（70）
（71）
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係事案の裁判権免除の先例として極めて重要であると考えられるため，以下に
事案の概要と（第一審及び原審も含め）判決要旨を詳しく掲げ，検討してみたい。
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おける民事裁判権免除の可否」［法学セミナー増刊］速報判例解説 vol. 6，1５７頁（2010年），江藤
淳一「米国ジョージア州に対する解雇無効確認等請求事件」［法学セミナー増刊］速報判例解説
vol. 6，2３1頁（2010年），坂巻静佳「国家免除と職員解雇」ジュリ1３98号［平成21年度重要判例解
説］３1５頁（2010年），野村英敏「米国ジョージア州港湾局極東代表部職員の不当解雇を理由とす
る地位確認・賃金支払を求める訴訟と裁判権免除」［民事判例研究］法律のひろば第6３巻第 6 号４6
頁（2010年），及び，倉地康弘「時の判例（最高裁平成21年10月16日第二小法廷判決）」ジュリ
1４0４号119頁（2010年）等がある。
なお，国際的労働関係において外国国家等の民事裁判権免除が問題となった事案として，前掲
注（	57	）の青森地決昭３1・ 2 ・1４（空軍三沢基地将校クラブのコック長が解雇されたことに関して，
青森地方労働委員会の発した救済命令違反に対し過料に処せられるべきか否かが争われたケース
において，将校クラブは米合衆国の政府機関であると認定したうえで，昭和 ３ 年大審院決定を引
用し，当該将校クラブ等に対してわが国の過料裁判権を行使することはできないと判断された事
案），同じく前掲注（	57	）の東京地判昭３2・ ３ ・16（トウキョウ・シビリアン・オープン・メスに雇
われていた日本人従業員 6 名が組合活動を理由に解雇されたとして雇傭契約存続の確認を請求し
た事件において，被告である米軍オープン・メスは米合衆国の国家機関として取り扱うことが国
際礼譲からしても相当であるとしたうえで，被告に対するわが国裁判所の裁判権はないと判断さ
れた事案），東京地決昭３2・ ４ ・20労民集 8 巻 2 号2５５頁（労働委員会の救済命令違反につき過料
に処せられるべきか否かが争われたケースにおいて，被審人であるトウキョウ・シビリアン・
オープン・メスは米合衆国の国家機関として取り扱うのが国際礼譲上至当であるとしたうえで，
当該外国の国家機関に対するわが国裁判所の裁判権がないと判断された事案），横浜地決昭３５・
５ ・19労民集11巻 ３ 号５2７頁（ジャパン・セントラル・エクスチェンジなる機関に解雇された日本
人従業員による解雇無効の確認訴訟［仮処分］につき，当該機関を合衆国の国家機関として取り
扱うことが相当であるとしたうえで，わが国の裁判権は及ばないと判断された事案），及び，東京
地決昭５2・ 9 ・21判時88４号７７頁（［国連大学の事案］；国際連合大学と期間 ３ ヵ月の雇用契約を締
結し秘書として勤務していた職員が 1 回目の期間満了時に更新拒否され，職員としての地位保全
の仮処分を求めたケースにおいて，国連大学はわが国において訴訟手続からの免除を享有するも
のと解し，当該仮処分申請が却下された事案）等がある。昭和３0年代には駐留米軍等に関する事
案が多いが，いずれの事案も前述の昭和 ３ 年大審院決定を踏まえて絶対免除主義の考え方に基づ
いて判断しているものと思われる。ちなみに，欧州共同体（EC）委員会の日本代表部の編集助手
として現地採用された日本人職員が，試用期間満了時に本採用を拒否され，職員たる地位保全等
を求めた仮処分申請に関して，本来ならこの EC 委員会日本代表部もわが国において裁判権免除
が認められるか否かが争点とされるところであろうが（太寿堂・前掲注（	41	）論文７0 - ７1頁では，
EC 委員会代表部はわが国において一般的に裁判権を免除されると解されている），この事案では
被申請人となった EC 委員会が積極的に応訴しているため（本事案の職員に適用される就業規則
に基づく「裁判権免除特権の放棄」），裁判権免除は問題とされていない（東京地判昭５７・ ５ ・３1
労民集３３巻 ３ 号４７2頁；判時10４2号6７頁［EC 委員会の事案］）。国連大学の事案につき横田洋三
「国連大学の当事者能力及びわが国における訴訟手続の免除」ジュリ69３号［昭和５３年度重要判例
解説］26４頁（19７9年），また，EC 委員会の事案につき小寺彰「欧州共同体委員会の法的地位」
ジュリ７92号［昭和５７年度重要判例解説］268頁（198３年）等の判例評釈がある。
中間判決については東京地［中間］判平1７・ 9 ・29労判90４号３５頁，また，終局判決については
東京地判平18・ ５ ・18労判919号92頁〔要旨〕；労経速20５8号2４頁。なお，中間判決に関する判例
評釈として，櫻田嘉章「判例解説［国際民商事］解雇無効確認等請求事件（東京地裁 9 月29日）」
Lexis 判例速報第10号（第 2 巻第 8 号）99頁（2006年），高杉直「米国ジョージア州日本代表部職
員の解雇と裁判権免除」ジュリ1３11号21５頁（2006年），及び，平覚「外国の州の裁判権免除」ジ
ュリ1３1３号［平成1７年度重要判例解説］299頁（2006年）等がある。
東京高判平19・10・ ４ 労判9５５号8３頁；判時199７号1５５頁。なお，この原審の判例評釈として，
西立野園子「州の裁判権免除と解雇」ジュリ1３７6号［平成20年度重要判例解説］３2４頁（2009年），
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また，既に平成22年 ４ 月 1 日より施行されている「民事裁判権免除法」も注目
に値するが，同法における「免除の原則」，及び，その例外として位置付けら
れた非免除事由の中で特に「労働契約」の事項を取り上げて考察していきたい。
第 １ 節　米国ジョージア州（解雇）事件について
１ ．【事案の概要】
　被上告人Ｙ（控訴人，被告；アメリカ合衆国ジョージア州）は，Ｙ所有の施設の
運営，並びに，Ｙ，アメリカ合衆国及び姉妹州の内外取引の育成・促進を目的
に，州法によりその一部局である州港湾局を設立した。州港湾局はかねてより
同局極東代表部として東京都内に事務所を設けていたが，平成 ７ 年 6 月，Ｙは，
わが国に住所を有する上告人Ｘ（被控訴人，原告）を同代表部の現地職員として，
期間を定めずに，給与（基本給）月額62万４,20５円で雇用した。なお，Ｘの採用
手続は，当時極東代表部の代表であったＡとＸとの間ですべて口頭で行われて
いた（雇用契約書の作成やＹからＸへの任用通知書等の書面交付もなされていなかっ
た）。
　極東代表部の主な業務は，船舶会社，海運・港湾・流通関係業者等に対して
Ｙの港湾施設を宣伝し，その利用の促進を図ることであり，その職員はＡとＸ
の 2 名であった。Ｘの労務提供地は日本国内に限定されていた。また，極東代
表部にはわが国の厚生年金保険，健康保険，雇用保険及び労働者災害補償保険
が適用されおり，Ｘもそれらの社会保険料を負担していた。なお，Ｘは同代表
部に勤務することにより州港湾局の企業年金の受給資格を得ることが可能であ
った。
　Ｙは，平成11年12月，Ｘに対して，緊縮財政により極東代表部を同12年 6 月
３0日に閉鎖すること，企業年金の期間要件を満たすためＸが希望するなら，同
年 9 月1５日まで正職員としての在籍を許すこと，及び，その後は期間 1 年間の
及び，鈴木浩美「アメリカ合衆国ジョージア州の日本代表部に勤務していた者の不当解雇を理由
とする地位確認，賃金支払を求める訴えについて，裁判権免除の主張が認められた事例」倉田卓
次・後藤勇編『別冊判例タイムズ2５　平成20年度主要民事判例解説』2４8頁（判例タイムズ社，
2009年）等がある。
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契約職員としての勤務継続を求めることを通告した。Ｘは，これに対し，同年
9 月16日以降も正職員としての雇用継続を申し出たものの，Ｙにより拒絶され
た。
　Ｙは，平成12年 6 月３0日付けで極東代表部を閉鎖し，同年 ７ 月 1 日，Ｂとの
間で州港湾局の通商代表業務を委託する契約を締結した（なお，Ｂは州港湾局日
本代表部の名称で業務を開始した）。Ｙは，同年 9 月12日，Ｂを通じて，Ｘに対し
同月1５日付けで解雇する旨記載した書面を交付した（以下，この解雇の意思表示
を「本件解雇」という）。これに対して，Ｘは，本件解雇が無効であるとして，
雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認，及び，解雇後（同年 9 月1５
日以降）の賃金，毎月62万４,20５円ずつの支払いを求めて訴えを提起した。
　ちなみに，Ｘは，①州港湾局の貨物取扱量は年々増加し，利益が生じており，
経費削減を求められたことはなかったことにより，Ｙには州港湾局の人員削減
を行い，Ｘを整理解雇する必要性はなかったこと，②Ｙが解雇回避義務を尽く
した事実はなかったこと，さらに，③ＹはＸに対し，被解雇者の選定について
客観的で合理的な基準も示さず，整理解雇の必要性と時期・規模・方法等につ
いて事前の説明や折衝もしなかったことを主張し，このような状況下で行われ
た突然の解雇につき無効であること等を求めていた。
　他方，Ｙは，本案前の主張として，①Ｙのようなアメリカ合衆国を構成する
州は，一般の国家と同様の裁判権免除を享有すること，②制限免除主義を採用
する場合でも主権免除の例外が認められるのは限定的に考えられるべきであり，
雇用契約を巡る紛争については一定限度で主権免除の例外とされることが妥当
であるものの，「商業的活動」とは別個に「雇用契約」を捉えて，雇用契約上
の地位に関する紛争については主権免除を享有しうる類型の紛争とする考えが
国際慣習法としてほぼ確立していること，及び，③本件における訴状の送達が
Ｙに対し効力を有しないこと等を主張して，本件訴えの却下を求めていた。
２ ．【第一審の判断】
　 1 　まず，中間判決（東京地［中間］判平1７・ 9 ・29；注参照）において，Ｙ
国際的労働関係事件における 外国国家等の民事裁判権免除について（表田）
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は本案前の主張として，⑴日本の裁判所がＹに対して裁判管轄権を有していな
いこと，及び，⑵本件における訴状の送達がＹに対し効力を有していないこと
を挙げていた。
　裁判所は，前者⑴の裁判管轄権に関して，「Ｙはアメリカ合衆国の連邦構成
州の一つであり，連邦政府と類似した三権分立の制度や州憲法を有し，連邦政
府からの脱退権などの権限も有しているなど……，その独立性や機能において
国家と比肩しうる地位を有していることからすれば，外国国家の裁判権免除の
享有主体たりうるものである」と認めたうえで，「国家の行う行為は，国家本
来の主権的な行為だけでなく，国家が私人と同様の条件下において，商工業に
関する取引行為などの『商業的活動』や，公共事務に伴う営利行為の管理・運
営を行うなど，その活動範囲が拡大している現状からすれば，国家の行為のう
ち，公法的ないし主権的行為については民事裁判権が免除されるが，私法的な
いし業務管理的行為については民事裁判権は免除されないとする制限的主権免
除主義を採用するのが相当である」と一般的に論じている。
　本件の事案が，制限的主権免除主義の下で主権免除の対象となるか否かに関
して，裁判所は，Ｘ－Ｙ間の「雇用関係について，ＸがＹの付与した特定の資
格を有する者の中から，Ｙの定めた特定の手続を経た上で任命されているなど
の事実は認められず，労働条件や雇用形態はもとより，採用や雇用の終了の点
でも私人間における雇用契約と特段異なる点があるとは認められない」こと等
により，本件雇用契約については，「その性質上も目的上も私法的・業務管理
的行為というべきであり，本件解雇もＹの主権的行為に属するとは認められな
い」等と判断して，Ｙの裁判権免除の主張を否定した。
　後者⑵の訴状送達の効力に関しては，「裁判所は，申立ての内容から当該外
国国家に対して裁判権が及ぶ可能性があると判断される場合には，我が国の民
事訴訟法又は外交上の経路に従って送達手続を行えば足りる」と解したうえで，
本件では我が国の民事訴訟法の手続に従った送達が行われていることにより，
裁判所はＹの送達の効力を争う主張を却けている。
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　 2 　次に，終局判決（東京地判平18・ ５ ・18；注参照）では，主たる争点は，
⑴契約の効力に関する準拠法，及び，⑵解雇権の濫用についてであった。
　前者⑴の準拠法に関して，裁判所は，異法地域における当事者間でなされた
解雇の効力問題につき，法律行為の成立及び効力に関する準拠法は，旧法例 ７
条 1 項において当事者自治の原則が定められている旨述べたうえで，本件にお
いては，Ｘ－Ｙ間で準拠法の合意が明示的になされた事実は認められないもの
の，「現実に契約締結に関与した者，契約締結の経緯，契約締結をした場所，
Ｘが労務を提供する場所，Ｘの職務の内容，極東代表部を日本の厚生年金，健
康保険，雇用保険及び労災保険の適用事業所としていたこと等」，Ｘ－Ｙ間の
雇用関係はすべてが日本に密接に関係していること等により，雇用契約締結に
際して日本法を準拠法とする黙示的な合意が存していたと認定した。
　このことを前提に，後者⑵の解雇権濫用に関して，裁判所は，①Ｙには極東
代表部（日本代表部）における人件費を抑制するためにＸを解雇する経営上の
必要性があったとは認められないこと，②Ｙが解雇回避努力義務を果たしたと
も認められないこと，及び，③ＹがＸに対して極東代表部の閉鎖，Ｘの解雇を
決定した経緯やその経営上の必要性につき説明した事実が認められないこと等
により，本件解雇は権利の濫用であって無効であると結論付けた。
　なお，本案においては，Ｘは，Ｙ州港湾局に対しても，Ｙに対すると同様の
請求を行い，また，平成12年 ７ 月 1 日以降通商代表業務につき委託を受けてい
たＢに対しても，同年 9 月におけるＸの解雇に関連してなされた不法行為を理
由に慰謝料（同月1５日以降毎月62万４,20５円が相当）の支払いを求めていた。Ｘは
Ｙに雇用された現地職員であり，Ｙ州港湾局に雇用されたと認めるに足りる証
拠はないことにより，ＸのＹ州港湾局に対する請求はその前提を欠き，理由が
ないものとして棄却され，また，ＸのＢに対する請求も，Ｂによる不法行為の
成立を否定し，理由がないものとして棄却されている。
３ ．【原審の判断】
　原審（東京高判平19・10・ ４ ；注参照）では，控訴人Ｙの本案前の主張であ
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る民事裁判権の免除が主たる争点となった（Ｙは本案の主張をせず，敗訴部分につ
き控訴した）。
　 1 　裁判所は，第一審中間判決と同様，連邦構成州が外国国家の裁判権免除
の享有主体たりうることを認めたうえで，制限免除主義の考え方を採り，次の
ように述べている。すなわち，「外国国家に対する民事裁判権の免除は，国家
がそれぞれ独立した主権を有し互いに平等であることから，相互に主権を尊重
するために認められたものであるところ，外国国家の私法的ないし業務管理的
な行為については，我が国が民事裁判権を行使したとしても，通常，当該外国
国家の主権を侵害するおそれはないものと解されるから，外国国家に対する民
事裁判権の免除を認めるべき合理的な理由はないといわなければならず，外国
国家の主権を侵害するおそれのない場合にまで外国国家に対する民事裁判権免
除を認めることは，外国国家の私法的ないし業務管理的な行為の相手方となっ
た私人に対して，合理的な理由のないまま，司法的救済を一方的に否定すると
いう不公平な結果を招くこととなるから，外国国家は，その私法的ないし業務
管理的な行為については，我が国による民事裁判権の行使が当該外国国家の主
権を侵害するおそれがあるなど特段の事情がない限り，我が国の民事裁判権か
ら免除されないと解するのが相当である」と述べている。また，「なお書き」
において，「外国国家の行為が私法的ないし業務管理的な行為であるか否かに
かかわらず，外国国家は，条約等により我が国の民事裁判権に服することに同
意した場合や，我が国の裁判所に訴えを提起するなどして，特定の事件につい
て自ら我が国の民事裁判権に服する意思を表明した場合はわ
（ママ）
が国の民事裁判権
から免除されないことはいうまでもない（最高裁平成18年 ７ 月21日判決参照）」と
確認的に一般論を述べてもいる。
　さらに，このような制限免除主義を採用する場合に，⑴外国国家の行為が主
権的行為であるか私法的ないし業務管理的な行為であるかを区別し，また，⑵
私法的ないし業務管理的な行為であっても，外国国家の主権を侵害するおそれ
があるなど裁判権免除を認めるべき特段の事情があるか否かを判断するについ
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て，裁判所は，まず前者⑴について，「当該外国国家の行為が国家のみがなし
得る性質のものか，私人によってもなし得る性質のものであるかという当該行
為の性質を基準」とする旨を，また，後者⑵について，（前述の基準に従って一
般に私法的ないし業務管理的な行為に属すると判断された場合に，さらに，）「当該紛
争の主題が，国際慣習ないし国際的な条理に照らし，他国の裁判所における訴
訟判断によって主権的権能を不当に干渉されないという当該外国国家の利益の
保護を優先すべき事情があるか否かを考慮して判断するほかない」旨を論じて
いる。
　 2 　本件についてＹに我が国の民事裁判権が及ぶか否かに関して，裁判所は，
Ｙと被控訴人Ｘとの間の雇用契約関係につき，第一審中間判決と同様，その性
質上は私法的・業務管理行為に区分されると判断しながらも，その場合でも
「特定の人物と雇用契約を締結し，期間を定めた雇用契約の期間を更新するか
否かのみならず，これを解雇した場合にその復職を認めるか否かについては，
国家の外国における産業振興の事業政策，財政政策，人事政策等の主権的機能
とかかわりを持つから，この点に関して民事裁判権の免除の主張が許されるか
否かは，国際慣習ないし国際的な条理に照らして，他国の裁判所における訴訟
判断によって主権的機能を不当に干渉されないという外国国家の利益の保護が
優先されるべき問題であるか否かによって判断しなければならないものと解さ
れる」と論じ，本件もこの場合に当たると判断した。
　そのうえで，裁判所は，⑴「復職」を主題とする訴訟について，①外国国家
は裁判権の免除を享受できるとする国連裁判権免除条約が存在し，また，②
（「復職」は国家の主権的機能に関わるものであるから，）外国国家の裁判権免除を
認めるということが国際慣習としてほぼ定着しているか，少なくとも国連加盟
各国の間で共通の認識となっていること，⑵我が国の労働法関係において，不
当解雇に対する救済として裁判所が命じうる，雇用契約上の権利を有する地位
にあることの確認及びその地位があることを前提とした解雇後の賃金の支払い
も，「雇用主たる外国国家の主権的権能に不当な干渉をされない利益という観
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点からは，英国法の規定するような復職命令と同様に扱われるべきであり」，
Ｘ が 求 め る 本 訴 請 求 は，「 国 連 裁 判 権 免 除 条 約11条 2 ⒞ の『 復 職 』
（reinstatement）の範疇に属するものと解」されること，⑶Ｘが「解雇される
に至った経緯からして，本件解雇の正当性をめぐる審理においてはＹの外国に
おける事業政策，財政事情等が争点として審理の対象とならざるを得なくなる
と考えられること」等により，本訴において，「我が国の裁判所における訴訟
判断によって主権的機能を不当に干渉されないというＹの利益の保護が優先さ
れるべきであると解されるから」，上述の特段の事情が認められ，Ｙは裁判権
の免除を主張しうると結論付けて，第一審判決におけるＹの敗訴部分を取り消
し，Ｘの訴えをすべて不適法として却下した。
４ ．【判　旨（最高裁）】
　最高裁においては， 1 ．労働事案における外国国家（連邦国家を構成する州）
の民事裁判権免除， 2 ．外国国家と現地採用職員との間の雇用関係及び外国国
家による当該職員の解雇が，私法的ないし業務管理的な行為といえるか， 
３ ．「特段の事情」があり，民事裁判権免除が認められるか（外国国家による現
地採用職員の解雇と国連国家免除条約第11条 2 の問題等），の ３ つが主たる争点とな
っていた。最高裁は原判決を破棄したうえで本件を原審に差し戻したが，その
判旨は以下のとおりであった。
　 1 　「外国国家は，その主権的行為については，我が国の民事裁判権から免
除され得るところ，被上告人Ｙは，連邦国家である米国の州であって，主権的
な権能を行使する権限を有するということができるから，外国国家と同様に，
その主権的行為については我が国の民事裁判権から免除され得る。しかし，そ
の私法的ないし業務管理的な行為については，我が国による民事裁判権の行使
がその主権的な権能を侵害するおそれがあるなど特段の事情がない限り，我が
国の民事裁判権から免除されないと解するのが相当である（最高裁平成1５年
（受）第12３1号同18年 ７ 月21日第二小法廷判決・民集60巻 6 号2５４2頁参照）。」
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　 2 　「前記事実関係によれば，上告人Ｘは，極東代表部の代表者との間で口
頭でのやり取りのみに基づき現地職員としてＹに雇用されたものであり，勤務
を継続することにより州港湾局の企業年金の受給資格を得ることが可能である
のみでなく，極東代表部には我が国の厚生年金保険，健康保険，雇用保険及び
労働者災害補償保険が適用されていたというのであるから，本件雇用関係は，
Ｙの公権力的な公務員法制の対象ではなく，私法的な契約関係に当たると認め
るのが相当である。極東代表部の業務内容も，我が国においてＹの港湾施設を
宣伝し，その利用の促進を図ることであって，Ｙによる主権的な権能の行使と
関係するものとはいえない。以上の事情を総合的に考慮すると，本件雇用関係
は，私人間の雇用契約と異なる性質を持つものということはできず，私法的な
いし業務管理的なものというべきである。」
　そして，本件解雇も，「私人間の雇用契約における経済的な理由による解雇
と異なるところはなく，私法的ないし業務管理的な行為に当たるものというほ
かはない」。
　 ３ 　免除条約が平成16年12月に国際連合総会において採択されるまでに各国
代表者の間で行われた議論では，｢労働者が使用者である外国国家に対して金
銭的救済を求めた場合に，外国国家は原則として裁判権から免除されないこと
が共通の認識となって｣ おり，また，同条約11条 2 ⒞にいう ｢復職｣ とは「文
字どおり個人をその職務に復帰させること」であって，「現実の就労を法的に
強制するものではないＸの本件請求をこれに当たるものとみることはできな
い」。本件請求（解雇無効を理由に，雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認
及び解雇後の賃金の支払いを求めるもの）は，同条 2 ⒟にいう「裁判手続の対象と
なる事項が個人の解雇又は雇用契約の終了に係るもの」に当たると解すべきで
ある。この場合，「雇用主である国の元首，政府の長」等が，「当該裁判手続が
当該国の安全保障上の利益を害し得るものであると認める場合」に限って，裁
判権の免除が認められる。
　さらに，本件解雇の正当事由の有無の判断に関して，「州港湾局の事務所閉
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鎖の必要性やＹの事業政策，財政状況等」につき審理することが主権の侵害に
当たると判示した原審の判断は，免除条約では解雇の場合に裁判権免除を認め
るに際して厳格な要件が求められていることに徴しても，妥当なものと肯認す
ることはできない。
　 ４ 　「本件解雇は私法的ないし業務管理的な行為に当たるところ，原審が指
摘するところは，我が国が民事裁判権を行使することがＹによる主権的な権能
の行使を侵害するおそれがある特段の事情とはいえないから，Ｙが我が国の民
事裁判権から免除されるとした原審の前記判断は，外国国家に対する民事裁判
権免除に関する判断を誤った違法なものといわざるを得ない」。
第 ２ 節　民事裁判権免除法について
１ ．民事裁判権免除法の成立経緯及び概要
　 1 　平成16年（200４年）12月の国際連合第５9回総会において国連国家免除条
約（以下，本節においては「免除条約」と略す；注参照）が採択され，同18年 ７
月にはわが国においても制限免除主義へと判例変更を行ったパキスタン・イス
ラム共和国貸金請求事件最高裁判決が出され，また，わが国政府は同19年 1 月
に免除条約に署名した。このような状況を踏まえて，わが国においても免除条
約に準拠した内容の国内法制整備に向けた検討作業が進められ，同21年 2 月に
法制審議会第1５8回会議において「外国等に対する民事裁判権に係る法制の整
備に関する要綱」が採択された後，同年 ４ 月には法律（民事裁判権免除法）とし
て成立するに至った。また，同年第1７1回通常国会（衆議院）には免除条約の締
結の承認を求める案件も提出されて，同年 6 月参議院においても全会一致で可
決された。この免除条約については当初，同22年度内にも批准される見込みで
あるとも言われていた。このように主権免除又は国家免除の問題につき，先行
（74）
（75）
飛澤知行編『逐条解説　対外国民事裁判権法──わが国の主権免除法制について』 ５ 頁（商事
法務，2009年）。
同書 ３ 頁。
（74）
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して制限免除主義の考え方を取り入れていた免除条約を国内法化するための法
整備の一環として誕生した民事裁判権免除法は，免除条約の批准に先立ち，既
に同22年 ４ 月 1 日より施行されている。なお，免除条約自体は今なお未発効の
ままである。
　 2 　このような民事裁判権免除法の制定によって，渉外的要素を有する契約
関係等に入った私人及び外国国家等に対し，とりわけ外国国家等がわが国の民
事裁判権に服する範囲等に関して，従来と比べて予測可能性や法的安定性を高
めることができるようになったといい得る。この本節1. 2おいては，民事裁判
権免除法の主な内容を取り上げ，概観してみる。
　まず，第 1 章「総則」における第 1 条では，外国等に対してわが国の民事裁
判権が及ぶ範囲や外国等に係る民事裁判手続についての特例を定めたものであ
るという同法の趣旨が謳われており，また，「裁判権のうち刑事に係るもの以
外のもの」を民事裁判権と捉えている旨も記されている。そして，第 2 条では
この法律における「外国等」の定義規定が置かれており，「外国等」とは「次
に掲げるもの（以下「国等」という。）のうち，日本国及び日本国に係るものを
除くものをいう」としたうえで，「 1 　国及びその政府の機関， 2 　連邦国家
の州その他これに準ずる国の行政区画であって，主権的な権能を行使する権限
を有するもの， ３ 　前 2 号に掲げるもののほか，主権的な権能を行使する権限
を付与された団体（当該権能の行使としての行為をする場合に限る。）， ４ 　前 ３ 号
に掲げるものの代表者であって，その資格に基づき行動するもの」と定められ
ている。なお，第 ３ 条ではこの民事裁判権免除法が「条約又は確立された国際
法規に基づき外国等が享有する特権又は免除に影響を及ぼすものではない」旨
（76）
（77）
飛澤・前掲注（	49	）論文11頁。
民事裁判権免除法の成立経緯や概要等に関しては，飛澤編・前掲注（	74	）書及び飛澤・前掲注（	49	）
論文の他，西脇英司・米山朋宏「外国等に対する我が国の民事裁判権に関する法律（対外国民事
裁判権法）の概要」ＮＢＬ908号４1頁（2009年），村上正子「外国等に対する我が国の民事裁判権
に関する法律（対外国民事裁判権法）」ジュリ1３8５号69頁（2009年），道垣内正人「外国等に対す
る我が国の民事裁判権」ジュリ1３8７号５8頁（2009年），及び，高桑昭「わが国における外国等に対
する民事裁判権の免除」成蹊法学第７1号 1 頁（2009年）等がある。
（76）
（77）
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が確認されている。この規定にいう「外国等が享有する特権又は免除」として
は，例えば，外交関係に関するウィーン条約及び領事関係に関するウィーン条
約に基づくもの，国際法上，国家元首が有するとされるもの，及び，外国軍隊
の活動に関するもの等が想定されると考えられている。
　次に，第 2 章「外国等に対して裁判権が及ぶ範囲」の第 1 節では ｢免除の原
則｣ が謳われ，第 ４ 条に「外国等は，この法律に別段の定めがある場合を除き，
裁判権（我が国の民事裁判権をいう。以下同じ。）から免除されるものとする」旨
が規定されている。そして，第 2 節「裁判手続について免除されない場合」と
して，第 ５ 条から第 ７ 条に規定された「外国等の同意」等が認められた場合，
及び，第 8 条から第16条に規定された特定の事項（に関する裁判手続）に該当す
る場合（ただし，これらの事項においては裁判権免除が否定されるケースの例外等も定
められている）がある。後者の特定事項としては，商業的取引（第 8 条），労働
契約（第 9 条），人の死傷又は有体物の滅失等（第10条；一定の不法行為等），知的
財産権（第1３条）及び仲裁合意に基づく仲裁手続等（第16条）等が定められてい
る。なお，第 ３ 節では「外国等の有する財産に対する保全処分及び民事執行の
手続について免除されない場合」（第1７～19条）も規定されている。
　最後に，第 ３ 章「民事の裁判手続についての特例」（外国等に対する「訴状等
の送達」等（第20～22条）などに関する事項が定められている），及び，「附則」が設
けられている。なお，附則第 2 項では，経過措置として，この法律の施行前に
申し立てられた事件等については，同法の規定の適用がない旨が定められてい
る。
２ ．民事裁判権免除法における労働契約に関する規定
　上述のとおり，民事裁判権免除法第 2 章「外国等に対して裁判権が及ぶ範
囲」の第 2 節第 9 条においては，特定事項の一つとして「労働契約」に関する
規定が設けられているが，第 1 項では，「外国等は，当該外国等と個人との間
（78）
飛澤編・前掲注（	74	）書16 - 1７頁及び飛澤・前掲注（	49	）論文1３ - 1４頁。（78）
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の労働契約であって，日本国内において労務の全部又は一部が提供され，又は
提供されるべきものに関する裁判手続について，裁判権から免除されない」旨
が定められ，労働契約上，基本的には使用者となった外国国家等は当該労働契
約に係る労使紛争につき裁判権免除を否定されることとなる。
　ただし，第 2 項では，前項の規定を適用しない場合，すなわち，例外的に裁
判権免除が認められる場合として，以下のものが掲げられている。第 1 号には
当該個人が，①「外交関係に関するウィーン条約第 1 条⒠に規定する外交官」，
②「領事関係に関するウィーン条約第 1 条 1 ⒟に規定する領事官」，③「国際
機関に派遣されている常駐の使節団若しくは特別使節団の外交職員又は国際会
議において当該外国等（国以外のものにあっては，それらが所属する国。以下この項
において同じ。）を代表するために雇用されている者」，又は，④ ①から③「ま
でに掲げる者のほか，外交上の免除を享有する者」である場合，第 2 号には
「前号に掲げる場合のほか，当該個人が，当該外国等の安全，外交上の秘密そ
の他の当該外国等の重大な利益に関する事項に係る任務を遂行するために雇用
されている場合」，第 ３ 号には「当該個人の採用又は再雇用の契約の成否に関
する訴え又は申立て（いずれも損害の賠償を求めるものを除く。）である場合」，第
４ 号には「解雇その他の労働契約の終了の効力に関する訴え又は申立て（いず
れも損害の賠償を求めるものを除く。）であって，当該外国等の元首，政府の長又
は外務大臣によって当該訴え又は申立てに係る裁判手続が当該外国等の安全保
障上の利益を害するおそれがあるとされた場合」，第 ５ 号には「訴えの提起そ
の他の裁判手続の開始の申立てがあった時において，当該個人が当該外国等の
国民である場合」（ただし，当該個人が日本国に通常居住するときは，この限りでな
い），及び，第 6 号には「当該労働契約の当事者間に書面による別段の合意が
ある場合」（ただし，労働者の保護の見地から，当該労働契約に関する訴え又は申立て
について日本国の裁判所が管轄権を有しないとするならば，公の秩序に反することとな
るときは，この限りでない）が規定されている。
　民事裁判権免除法の中に労働契約に関する特別の規定が盛り込まれたことは，
国際的労働関係事件における 外国国家等の民事裁判権免除について（表田）
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労働契約が同法第 8 条に規定された ｢商業的取引｣ とはその性質を異にするこ
とを考慮すると，また，私人対外国国家等の紛争類型の中でも労働契約に関わ
る労使紛争がおそらくは最も数が多いものであること等を考えると，非常に意
義深いことである。民事裁判権免除法の第 9 条第 2 項第 ３ 号及び第 ４ 号は，本
章第 1 節で記した米国ジョージア州（解雇）事件の原審及び最高裁の判断の中
で見解の対立が生じた部分でもあり，また，免除条約の規定内容とも微妙に違
いがあり，注目に値する。とりわけ同事件においては「解雇」と「復職」が免
除条約規定との関連で一つの大きな問題となっていただけに，民事裁判権免除
法における当該部分がなぜ条約内容と異なる形で定められたのか，また，この
法律の立法過程と上述の米国ジョージア州（解雇）事件において最高裁が判断
を下そうとしていた過程とは時期的に重複してもいるが，相互に何らかの影響
を与えあったのか等，非常に興味が湧く部分でもある（この点については，本章
第 ３ 節 ５ において検討する）。
第 ３ 節　検　討（米国ジョージア州（解雇）事件及び民事裁判権免除法について）
１ ．米国ジョージア州（解雇）事件最高裁判決の意義等
　外国国家等の民事裁判権免除に関しては，第 2 章で記したとおり，平成18年
７ 月のパキスタン・イスラム共和国貸金請求事件最高裁判決（以下，「平成18年
最高裁判決」と略す）により，制限免除主義の立場を採ることが明確にされた。
同最高裁判決では，「外国国家は，その私法的ないし業務管理的な行為につい
ては，我が国による民事裁判権の行使が当該外国国家の主権を侵害するおそれ
があるなど特段の事情がない限り，我が国の民事裁判権から免除されないと解
するのが相当である」という判断枠組みが示されたが，「私法的ないし業務管
理的な行為」に該当するか否かの判断基準や，民事裁判権が免除されることに
繋がる「特段の事情」をどのように理解するのか等については見解の相違もみ
（79）
（80）
道垣内・前掲注（	77	）論文6５頁。
なお，この部分の記述は，2010年 ７ 月に開催された関西労働法研究会 ７ 月例会における同問題
についての議論の中で，多くの先生方からのご助言・ご意見から示唆を得たものであることを記
すとともに，各先生方にこの場において感謝申し上げたい。
（79）
（80）
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られる。
　米国ジョージア州（解雇）事件最高裁判決（以下，「本判決」という）は，外国
国家（連邦国家を構成する州）を使用者とする雇用関係（国際的労働関係）におけ
る解雇問題につき，制限免除主義（平成18年最高裁判決の判断枠組み）を適用し
た初めての最高裁判決としての意義を有する。本判決に関しては，第一審，原
審及び最高裁と各審級において，一定部分ではほぼ共通の判断枠組みに基づき
同様の見解が示されつつも，最終的な結論としては異なる判断がなされている
等，非常に興味深いものである。
２ ．各審級における共通の判断事項
　 1 　連邦国家を構成する州が，一般の国家と同様に，民事裁判権免除の享有
主体となりうるかという問題に関して，各審級とも，米国の州は主権的な権能
を行使する権限（その独立性や権能において国家と比肩しうる地位）を有しており，
外国国家と同様に，その主権的行為についてはわが国の民事裁判権から免除さ
れ得る等の判断をしている。この判断は，国連国家免除条約（以下，本節におい
ても「免除条約」と略す；注参照）第 2 条 1 ⒝ⅱ「連邦国家の構成単位又は国
家の行政区画であって，主権的な権能の行使としての行為を行う権限を有し，
かつ，それらの資格において行動しているもの」，及び，民事裁判権免除法第
2 条第 2 号「連邦国家の州その他これに準ずる国の行政区画であって，主権的
な権能を行使する権限を有するもの」という規定に照らしても，今日では特に
問題もなく妥当なものと言えるであろう。
（81）
（82）
江藤・前掲注（	71	）判批2３2頁及び倉地・前掲注（	71	）判批119頁等。
平・前掲注（	72	）判批３00頁，江藤・前掲注（	71	）判批2３３頁及び倉地・前掲注（	71	）判批120頁等。享有
主体性の問題に重点を置かない制限免除主義の立場からは，米国の州につき，主として主体の性
質面から評価・判断することでも足りるという見解がある（高杉・前掲注（	72	）判批21７頁）。ただし，
「基本的には州であっても，国際慣習法としては，それが『国』として主権を行使する限りで，
つまり国家を代表する権限を有する限りにおいて，主権免除を認められるべきものとしても，連
邦政府類似の三権分立制度や州憲法を有することは，国際法上の国家たる連邦を構成する州とし
ての国内的な意味での主権を有することを基礎づけるに過ぎず，国際法上の国家主権を行使する
権限を基礎づけるものではなく，十分な理由を示すものとはいえない」と論じる見解もある（櫻
田・前掲注（	72	）判批102頁）。なお，免除条約第 2 条 1 ⒝ⅱの訳語については，飛澤編・前掲注（	74	）
書11４頁に依拠した。
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　 2 　最高裁だけではなく，いずれの審級においても，制限免除主義が採用さ
れている。第一審（中間判決）は，平成18年最高裁判決前の判断であったが，
「国家の行為のうち，公法的ないし主権的行為については民事裁判権が免除さ
れるが，私法的ないし業務管理的行為については民事裁判権は免除されないと
する制限的主権免除主義を採用するのが相当である」と論じ，また，原審及び
最高裁は，平成18年最高裁判決を踏襲して，外国国家（連邦国家である米国の州
も含め）は，「その私法的ないし業務管理的な行為については，我が国による
民事裁判権の行使がその主権的な権能を侵害するおそれがあるなど特段の事情
がない限り，我が国の民事裁判権から免除されないと解するのが相当である」
と判断している。
　このように各審級とも制限免除主義を採用したうえで，本件における外国国
家と現地採用職員との間の雇用関係及び解雇が「私法的ないし業務管理的な行
為」に当たるか否かに関して，第一審（中間判決）及び原審は，Ｘ－Ｙ間の雇
用関係について，「ＸがＹの付与した特定の資格を有する者の中から，Ｙの定
めた特定の手続を経た上で任命されているなどの事実は認められず，労働条件
や雇用形態はもとより，採用や雇用の終了の点でも私人間における雇用契約と
特段異なる点があるとは認められない」こと，並びに，州港湾局の目的，Ｙが
Ｘを雇用した目的及びＸの職務内容に基づき，本件雇用契約は，「その性質上
も目的上も私法的・業務管理的行為というべきであり」，本件解雇も「Ｙの主
権的行為に属するとは認められない」（第一審（中間判決））と，あるいは，本件
雇用契約関係の性質は，「双方が同契約に基づき互いの債務を履行する面では，
私法的・業務管理的行為に区分されるというべきである」（原審）と判断して
いる。そして，最高裁は，Ｘの採用方式や採用形態，社会保険の適用関係，及
び，極東代表部の業務内容等により，本件雇用関係は，「私人間の雇用契約と
異なる性質を持つものということはできず，私法的ないし業務管理的なものと
いうべきであ」り，本件解雇も，「私人間の雇用契約における経済的な理由に
よる解雇と異なるところはなく，私法的ないし業務管理的な行為に当たるも
の」と判断している。また，「私法的ないし業務管理的な行為」に当たるか否
78　（78）
かの判断基準については，第一審（中間判決）は行為性質基準説及び行為目的
基準説の双方の観点から検討を行ったうえで判断を下しており，原審及び最高
裁もほぼ同様の基準で判断を下している。
　ただ，たしかに各審級とも「私法的ないし業務管理的な行為」に該当する対
象が何であるかにつき，類似の判断を示したかにも読み取れるが，厳密には微
妙に差異がみられるようであり，少し注意が必要である。本判決では，外国国
家，特に連邦国家を構成する州である使用者が，現地採用の労働者を「解雇」
したことが問題となっている。この事案においては，外国国家等の民事裁判権
免除の問題や国際裁判管轄（権）の問題，さらにはその後の準拠法決定の問題
をひとまず横に置けば，中心的争点は解雇の有効性ということになる。従って，
本事案では「解雇」という国家の行為（正確には州の行為）が「私法的ないし業
務管理的な行為」に該当するか否かの判断が求められることとなろう。本判決
も第一審も「解雇」が「私法的ないし業務管理的な行為」に該当するか否かの
判断の前提として，本件の雇用契約ないしは雇用関係が「私法的ないし業務管
理的な行為」に該当するかどうかを検討している。原審でも前提としての雇用
契約関係が「私法的ないし業務管理的な行為」に当たることを検討しているが，
（83）
（84）
（85）
（86）
高杉・前掲注（	72	）判批21７頁。
主権的行為と私法的ないし業務管理的行為の区別の基準設定に関する議論は，「商業取引，商業
活動を念頭に置いて行われており，雇用関係にその基準を当てはめるには困難が伴うとも考えら
れるが」，本判決は，この点につき平成18年最高裁判決の判断枠組みに従って判断している（倉
地・前掲注（	71	）判批120頁）。なお，原判決は雇用契約の締結という国家の行為ではなく雇用契約関
係それ自体を，本判決も雇用関係と解雇を判断の対象としたうえで，両判決は，主権的か業務管
理的かを判断する際に，採用方法，契約内容，雇用者の業務内容等，「国家の行為の性質や目的に
とどまらない多様な要素を検討し」ており，さらに，「主権的か業務管理的か以外の基準をも適用
している」と把握する見解も存する（坂巻・前掲注（	71	）判批３16頁）。
制限免除主義を採用した場合に，行為性質説によれば，「何を対象として主権的行為かどうかを
判断するのかについて，必ずしも厳密な議論がされていないように思える」という指摘も存する
（越山・前掲注（	71	）判批1５9頁）。
「私法的ないし業務管理的な行為」に該当する対象をどのように把握するかを考察する際には，
行為性質基準説により外国の行為が主権的行為に当たるか否かを判断することの困難性の理由と
も考えられる，「①性質決定の対象となる外国国家の行為をどのようなレベルでとらえるか（性質
決定の対象となる外国国家の行為を広くとらえれば，結果的に，外国国家の『行為目的』を事実
上取り込むことになる。），②取引それ自体の性質に着目するか，取引に支障を生じた原因行為の
性質に着目するか，などによって結論が異なり得る」という指摘が大いに参考となる（三木・前
掲注（	66	）判解19７0頁，村上正子「主権免除について」法時７2巻 ３ 号11頁，1３頁（2000年）等）。本
事案でも，「解雇」という国家の行為ではなく，その前段である「雇用契約の締結行為」自体を判
断対象と捉えて考えることも可能ではある。
（83）
（84）
（85）
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その後は解雇が「私法的ないし業務管理的な行為」に当たるか否かには直接言
及しないまま，解雇と復職を強く連動させたうえで，「特段の事情」の有無の
判断へと進み，本件につき，「当該紛争の主題が，国際慣習ないし国際的な条
理に照らし，他国の裁判所における訴訟判断によって主権的権能を不当に干渉
されないという当該外国国家の利益の保護を優先すべき事情があるか否か」の
検討に入っている。原審は，雇用契約関係の中に解雇も包摂して捉えたとも考
えられるが，本件の雇用契約関係の性質は「双方が同契約に基づき互いの債務
を履行する面では」，私法的・業務管理的行為に区分されるべきであると限定
的に論じている点を踏まえると，「（雇用契約に基づく互いの）債務の履行」とい
う範囲の中には「解雇」問題が含められてはいない可能性が高い。もっとも，
当該外国国家の利益の保護を優先すべき事情の有無の検討に入る前提としては，
原審の判断自体に従えば，問題となっている当該外国国家の行為が一般に「私
法的ないし業務管理的な行為」に属すると判断されているはずだと思われるの
で，「解雇」も一応「私法的ないし業務管理的な行為」であることを前提に原
審は次のステップの判断へと進んでいたのかもしれない。
　なお，「私法的ないし業務管理的な行為」に当たるかどうかが判断された対
象につき，通説や平成18年最高裁判決は国家の行為を判断の対象と捉えている
が，本事案の原審は，雇用契約の締結という国家の行為ではなく雇用契約関係
それ自体を，本判決も雇用関係と解雇を判断の対象としたと述べる見解もある。
３ ．各審級において異なる判断事項（「特段の事情」の有無の判断）
　 1 　本判決の第一審（中間判決）は，制限免除主義の下，本件における雇用
（契約）及び解雇がともに「私法的ないし業務管理的な行為」に当たるものと
考えて，Ｘの雇用や解雇を巡る紛争につきＹは裁判権免除を主張しえないと結
論付けた。その後，国連主権免除条約草案（この文言につき，判決文中で用いられ
（87）
坂巻・前掲注（	71	）判批３1５ - 16頁（注（	84	）参照）。なお，本判決に関して，「争いの基礎となる法律
関係と関連する行為（雇用契約とその解消）の性質を外形から判断する限りは，通常の私人間に
おける雇用契約と特に異なるところはない」と，解雇を「関連する行為」と把握する見解もある
（越山・前掲注（	71	）判批1５9 - 60頁）。
（87）
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たとおりに記述）等に基づく「法廷地国の裁判所が労働者の復職や雇用を命令
することを求める訴訟において国家が主権免除を主張しうる」（この内容はほぼ
確立した国際慣習法ともなっている）というＹの主張を却けてもいる。免除条約
は200４年12月に国連総会で採択されていたが，この中間判決ではまだ参照等さ
れていない。また，前述のとおり平成18年最高裁判決が出される前の判断であ
ったためか，「特段の事情」についての検討等はなされていない。
　 2 　平成18年最高裁判決以降に判断がなされた本判決及び原審を比べてみる
と，民事裁判権免除が認められうる「特段の事情」（その主権的な権能を侵害する
おそれがあるなどの特段の事情）の有無に関して，全く正反対の判断がなされて
いる。
　原審は，前述のとおり，「特段の事情」の有無については，「当該紛争の主題
が，国際慣習ないし国際的な条理に照らし，他国の裁判所における訴訟判断に
よって主権的権能を不当に干渉されないという外国国家の利益の保護を優先す
べき事情があるか否か」によって判断しなければならないと解し，本件もこの
場合に該当するとして，⑴免除条約第11条 2 の解釈問題，及び，⑵本件解雇の
正当性をめぐる審理対象の問題等により，特段の事情が認められ，Ｙは裁判権
の免除を主張しうると結論付けた。
　そこで，まずは前者⑴ 免除条約第11条 2 の問題について検討してみたい。
免除条約では，〔第二部　一般原則〕第 ５ 条において「国家は，国家自身及び
その国家財産に関し，この条約の規定に従って，他国の裁判所の裁判権からの
免除を享受する。」と規定されているが，この例外として，〔第三部　国家免除
を援用できない訴訟〕の第11条（雇用契約）では「 1 ．関係国の間で別段の合
意のない限り，国家は外国の領域においてその全部又は一部が遂行され又は遂
行されるべき労働のための当該国家と個人との間の雇用契約に関する訴訟に管
（88）
野村・前掲注（	71	）判批５1頁。（88）
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轄権を有する当該外国の裁判所において，裁判権からの免除を援用することは
できない。 2 ． 1 は次の場合には適用しない。…… ⒞訴訟の主題が個人の採
用，雇用の更新又は復職についてである場合，⒟訴訟の主題が個人の解雇又は
雇用の終了についてであり，かつ，雇用する国家の国家元首，政府の長又は外
務大臣が決定するところに従い，当該訴訟が当該国家の安全保障の利害に関係
するものである場合……」と記載されている。
　原審では，「復職」を主題とする訴訟については，外国国家は裁判権の免除
を享受できるとする免除条約が存在し，また，「復職」は国家の主権的機能に
関わるものとして，外国国家の裁判権免除を認めるということが国際慣習とし
てほぼ定着しているか，少なくとも国連加盟各国の間で共通の認識になってい
ると考えられている。また，わが国の労働法関係の解釈において，不当解雇に
対する救済として裁判所が命じうる，雇用契約上の権利を有する地位にあるこ
との確認及びその地位があることを前提とした解雇後の賃金の支払いも，「雇
用主たる外国国家の主権的権能に不当な干渉をされない利益という観点からは，
英国法の規定するような復職命令と同様に扱われるべきであり」，Ｘが求める
本訴請求は，「国連裁判権免除条約11条 2 ⒞の『復職』（reinstatement）の範疇
に属するもの」と判断されている。これに対して，本判決では，免除条約が平
成16年12月に国際連合総会において採択されるまでに各国代表者の間で行われ
た議論では，｢労働者が使用者である外国国家に対して金銭的救済を求めた場
合に，外国国家は原則として裁判権から免除されないことが共通の認識となっ
て｣ おり，また，同条約11条 2 ⒞は「雇用関係を開始する場合に関する規定で
あり」，そこに記載された ｢復職｣ とは「文字どおり個人をその職務に復帰さ
（89）
労判9５５号92頁（原審判決文中より一部抜粋）。なお，本事案に関しては，免除条約第11条 2 に
おける 6 つの除外事由のうち，復職等に係るものである場合の⒞と，「被用者が政府の権限の行使
としての特定の任務を遂行するために採用されている場合」を規定した⒜とが問題になると捉え
る見解も存する（越山・前掲注（	71	）判批160頁）。また，Ｙ設立の州港湾局日本代表部の業務につき，
第 1 審中間判決において「ＹがＸを雇用した目的も日本における商業活動を拡大する点にあると
解される」ことが認められているが，在外公館や政府代表部によるこのような貿易促進や商業活
動の拡大のための業務は，通常，一般的に主権的権限の行使（統治的権限の行使）の範囲内に入
るものと解すべきであり，本事案における「雇用契約は，国連条約11条 2 項⒜に該当し，Ｙには
主権免除の援用を許容すべきである」という考え方もある（平・前掲注（	72	）判批３00頁）。
（89）
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せること」であって，「現実の就労を法的に強制するものではないＸの本件請
求をこれに当たるものとみることはできない」と判断されている。そして，本
件請求（解雇無効を理由に，雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認及び解雇
後の賃金の支払いを求めるもの）は，同条 2 ⒟にいう「裁判手続の対象となる事
項が個人の解雇又は雇用契約の終了に係るもの」に当たると解すべきであって，
この場合には「雇用主である国の元首，政府の長」等が，「当該裁判手続が当
該国の安全保障上の利益を害し得るものであると認める」ときに限って裁判権
の免除が認められる，と論じられている。
　「復職」の概念につき，原審では英国労働法11４条が一例として取り上げら
れ，不当な解雇についての救済として，英国のように「復職」を命じ得る国と
金銭賠償に止まるとされる国等，様々である旨が説明されている。解雇無効を
理由に，雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認及びその地位がある
ことを前提とした解雇後の賃金の支払いを求めるＸの本件請求は，英国法の規
定するような復職命令と同様に扱われるべきであり，「国連裁判権免除条約11
条 2 ⒞の『復職』（reinstatement）の範疇に属するもの」と解した原審の判断自
体は妥当であると思われる。イギリスにおいて，不公正解雇（unfair dismissal）
に対する雇用審判所（Employment Tribunals）による救済内容は，1996年雇用権
法（Employment Rights Act 1996 (1996 c. 18)） に 規 定 さ れ た ① 原 職 復 帰 命 令
（reinstatement；第11３条及び第11４条），②再雇用命令（re-engagement；第11３条及
び第11５条），及び，③補償金（compensation）の裁定（第118条以下）である。雇
用審判所が原職復帰命令を出すか否かについては相当の裁量を有しているが，
その際に審判所は，解雇された被用者（employee）が当該命令を望んでいるか
どうか，使用者が当該命令に従うことが実行可能であるかどうか，及び，当該
（90）
M. Sargeant & D. Lewis, Employment Law, ３rd edn, p. 16４ (Harlow; Pearson Longman, 2006); 
A. Korn & M. Sethi, Employment Tribunal Compensation, ３rd edn, p. 68 (Oxford; Oxford 
University Press, 200５); Port of London Authority v. Payne & Others [1992] IRLR ４４７, (EAT). な
お，不公正解雇に対する救済としては原職復帰及び再雇用命令が第一次的なものと位置付けられ
て お り， こ れ ら の 命 令 が 出 せ な い と き に 補 償 金 の 裁 定 が 行 わ れ る こ と と な っ て い る
（Employment Rights Act 1996, ss. 112 (2)–(４); R. Upex, R. Benny & S. Hardy, Employment Law, 
３rd edn, pp. ３6４-6５ (Oxford; Oxford University Press, 2009)）。
（90）
国際的労働関係事件における 外国国家等の民事裁判権免除について（表田）
（83）　83
被用者が当該解雇にある程度原因を有しているか，寄与している状況の下，当
該命令を出すことが公正であるかどうかを考慮に入れて判断することとなる。
もっとも，解雇に至った場合には労使間の信頼関係が損なわれていることも多
く，また，イギリスにはわが国とは異なる労働市場制度や国民気質が存するこ
と等もあり，実際には補償金の裁定による救済が圧倒的多数となっている。こ
のことは，審判所が原職復帰命令を強制する権限を有していないことにもよる。
なお，使用者が原職復帰命令に従わなかった場合には，補償金の支払命令がな
されることとなるが，状況によっては付加裁定（additional award）がなされる
こともある。
　このようにイギリスの不公正解雇に対する救済としての原職復帰命令につい
ては，雇用審判所が当該命令を出した場合でも，使用者が当該命令に従わない
こともあり，現在，この場合には結局のところ金銭解決である補償金等の裁定
という形で収まることとなる。そういう意味では，わが国の訴訟において解雇
無効を前提とする雇用契約上の権利を有することの地位確認に関して，確かに
就労請求権までは労働者に認められていないとしても，上述のイギリスにおけ
る不公正解雇の救済と実質的にどの程度の相違があるということになるであろ
うか？　解雇時から判決確定時までの解雇期間中の未払賃金の支払いと補償金
の支払いということに関しては，たしかに制度的に異なるものと理解できるが，
ただこの支払いの点を少し横に置くとすれば，イギリスにおける原職復帰命令
（91）
（92）
（93）
（94）
（95）
（96）
Employment Rights Act 1996, s. 116 (1).
Tribunals Service Annual Statistics 2008/09 ; S. Deakin & G. S Morris, Labour Law, ５th edn, 
pp. ４７1-７2 (Oxford; Hart Publishing, 2009); N. M. Selwyn, Selwyn’s Law of Employment, 1４th 
edn, pp. ４３５-３７ (Oxford; Oxford University Press, 2006); R. W. Painter & A. Holmes, Cases & 
Materials on Employment Law, ５th edn, p. ４81 (Oxford; Oxford University Press, 200４).
J. Bowers, A Practical Approach to Employment Law, 8th edn, p. ３8７ (Oxford; Oxford 
University Press, 2009); A. korn & M. Sethi, op. cit. supra note 90, at ７6-７７; P. Parry, Industrial 
Tribunals ─ How to Present Your Case, 1st edn, p. 62 (1991); M. W. T. Mead, Unfair Dismissal 
Handbook, ３rd edn, p. ４26 (London; Longman, 198７).
Employment Rights Act 1996, s. 11７ (1).
Employment Rights Act 1996, s. 11７ (３).　なお，この付加裁定は26週分から５2週分の賃金の範囲
で（ただし，週給の額は通常３５0ポンドの上限に服する），雇用審判所の裁量によりその適正な額
が決定される（s. 11７ (３)）。使用者は，当該原職復帰命令に従うことが実行可能ではなかったこと
を雇用審判所に主張・立証できた場合に限り，この付加裁定を免れることができる（s. 11７ (４)）。
読売新聞社事件（東京高決昭３３・ 8 ・ 2 労民集 9 巻 ５ 号8３1頁）等。
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はそもそも当該命令が出される可能性は極めて少なく，当該命令が出された場
合でも使用者が当該命令に応じないこともあることを考えると，わが国におけ
る地位確認という救済方法が，実際に原職復帰を直接認めるものではない（し
たがって，原職復帰を認めない使用者がいる）としても，地位確認という判決に応
じて違法に解雇された労働者を原職復帰させる使用者もおり，このように考え
るならば，イギリスにおける原職復帰命令とわが国における地位確認という救
済方法との間で実質的にみてそれほど大きな差異があるとは考えにくい。この
ような意味において，Ｘの本件請求を英国法の規定するような復職命令と同様
に捉え，免除条約11条 2 ⒞の「復職」の範疇に属すると解した原審の判断自体
は相当であると考えられる。
　しかしながら，Ｘの本件請求を英国法上の復職命令と同様に捉えることがで
き，免除条約11条 2 ⒞の「復職」の範疇に入ると考えられるとしても，「特段
の事情」の有無を決定するに際しては，「私法的ないし業務管理的な行為」に
該当する行為は何であるかが最も重要な問題となってくる。そして，上述のと
おり（第 ３ 節 2 ． 2 ），本事案では「解雇」という国家の行為自体がその対象と
考えられるべきであると思われる。解雇無効を前提とした請求内容自体（地位
確認等）を基準とすれば，復職という側面が強く前面に押し出されてくること
となるであろうが，当該紛争における中心的争点が何であるかを念頭に置きつ
つ，外国国家等の行為自体を判断基準として「私法的ないし業務管理的な行
為」の該当性を決定していくべきであろう。
　本判決で最高裁が，本件解雇を「私法的ないし業務管理的な行為」に当たる
（97）
（98）
イギリスにおいては違法解雇（wrongful dismissal）に対する救済としての宣言的判決
（Declaration）もあるが，通常の被用者の違法解雇が問題となるケースにおいてはこの宣言的判
決がなされることはほとんどないこと等もあり，この場面における本文の記述では宣言的判決の
ことは念頭に置いていない。ただし，近年，この宣言的判決は，特別な制定法上の地位を有して
いる者の当該地位に対して出されているわけではないという趣旨を示す裁判例も現れている
（Gunton v. Richmond-upon-Thames LBC [1980] ICR ７５５, (CA)）。
なお，理由や根拠は異なるが，「解雇無効の確認は外国国家に間接的にではあるが原職復帰を命
じる」こと等により，同条 2 ⒞の「復職」に該当すると捉える見解がある（坂巻・前掲注（	71	）判批
３16頁）。
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と判断した点，及び，本事案を免除条約11条 2 ⒟の問題と把握した点において
は妥当な判断であり，賛成できる。ただし，最高裁が，Ｘの本件請求を同条 2
⒟にいう「裁判手続の対象となる事項が個人の解雇又は雇用契約の終了に係る
もの」に当たると解した点については賛同できない。この点は，本件解雇（連
邦国家を構成する州の行為）が同条 2 ⒟に当たるものと解するべきであったと思
われる。なお，同条約11条 2 ⒞及び⒟の訳語に関して，上告受理申立理由書に
おけるＸの主張を取り入れたのか，本判決では，同条 2 ⒞及び⒟における
“the subject-matter of the proceeding”を「裁判手続の対象となる事項」と
訳されている（Ｘの主張では「訴訟手続きの対象となる事項」と，また，原審では
「訴訟の主題」と訳されていた）。たしかに上告受理申立理由書におけるＸ主張の
とおり，復職が訴訟の主題になる場合と言えば，復職訴訟よりも広い概念を創
出することになり，復職訴訟ではない本事案を同条約11条 2 ⒞に該当すると解
釈できる方向へと舵を取ることになるかもしれない。しかしながら，当該訳語
が「裁判手続の対象となる事項」であっても，「訴訟の主題」であったとして
も，いずれにしても本件解雇がその対象事項ないしは主題となっており，同条
2 ⒟の問題であることには変わりがない。
　次に，後者⑵ 本件解雇の正当性をめぐる審理対象の問題等につき検討する。
原審は，「Ｘが解雇されるに至った経緯からして，本件解雇の正当性をめぐる
審理においては」，州港湾局の事務所閉鎖の必要性や「Ｙの外国における事業
政策，財政事情等が争点として審理の対象とならざるを得なくな」り，このこ
とはＹの主権的機能を不当に干渉する（主権を侵害する）ことにつながると判断
した（前者⑴の問題と相俟って，「特段の事情」が認められ，Ｙは裁判権の免除を主張
しうると結論付けた）。これに対して，本判決は，免除条約においては，解雇の
場合に裁判権免除を認めるに当たり，「雇用主である国の元首，政府の長」等
が，「当該裁判手続が当該国の安全保障上の利益を侵害し得るものであると認
める場合」に限りという厳格な要件が求められていることに徴しても，原審指
摘のような事情が主権を侵害する事由に当たるとは考えられないと判断してい
86　（86）
る。
　この点では，免除条約において11条 2 ⒟の規定が盛り込まれた経緯等を踏ま
えると，本判決は妥当な判断をしているものと思われる。
４ ．本判決への評価
　以上述べてきたことにより，総じて，本判決は最終的には概ね妥当な結論を
導き出したものと思われるが，前者⑴ 免除条約第11条 2 の問題においては理
由付けの点でやや疑問を感じざるを得ない。また，本判決は，（特段の事情が認
められない場合には）本案につき審理を尽くさせるために本件を原審に差し戻す
としているが，その前提として，「Ｙが我が国の民事裁判権から免除される特
段の事情があるかどうかについて」さらに審理させる必要性にまで言及してい
る点は，（やむを得ないことかもしれないが，）裁判の長期化問題やＸの保護利益
等を考えた場合に行き過ぎではないかという感を拭えない。
　しかしながら，本判決は，外国国家等を使用者とする国際的労働関係におけ
る解雇問題について，平成18年最高裁判決の判断枠組みを適用し，かつ，免除
条約のみならず民事裁判権免除法も参照しながら，米国ジョージア州（連邦国
家を構成する州）の裁判権免除につき最高裁として初めて判断を下した点で，
また，｢特段の事情｣ を容易には認めず，基本的には米国ジョージア州の裁判
権免除を肯認しなかった（結論的には破棄差戻し）点で，その意義は大きい。さ
らに，本判決は免除条約第11条（雇用契約）規定に関連する国家実行の一つと
しても評価しうる。
　なお，「私法的ないし業務管理的行為」との性質決定を最終的な結論に直結
させない平成18年最高裁判決の判断枠組み（「特段の事情」の有無も検討する枠組
み）は，この分野におけるアメリカの判例に示唆を受けて唱えられている「利
益衡量的アプローチ」に近似し，外国国家等と私人との競合する利益の調整を
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西立野・前掲注（	73	）判批３2５頁，江藤・前掲注（	71	）判批2３４頁及び坂巻・前掲注（	71	）判批３16頁等。
倉地・前掲注（	71	）判批119 - 21頁及び江藤・前掲注（	71	）判批2３2頁等。
江藤・前掲注（	71	）判批2３４頁。
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図る手法と同様のものと捉えることも可能である。本判決は，「特段の事情」
の有無の判断に際して，「当該紛争の主題が，国際慣習ないし国際的な条理に
照らし，他国の裁判所における訴訟判断によって主権的権能を不当に干渉され
ないという当該外国国家の利益の保護を優先すべき事情があるか否かを考慮し
て判断するほかない」という原審判断手法に従って，外国国家等を使用者とす
る国際的労働関係における解雇事案につき，同様の判断枠組みで異なる結論を
下したが，最高裁及び原審とも ｢特段の事情｣ の内容を非常に詳しく吟味して
いる点を踏まえると，（今後さらなる検討が必要ではあるものの，）ある意味ではこ
の「利益衡量的アプローチ」と同様の判断枠組みにかなり近づいていると理解
することも可能かもしれない。
５ ．民事裁判権免除法の今後の課題について
　本稿では民事裁判権免除法における「労働契約」に関する規定（第 9 条）に
限定して，今後の課題等につき検討してみたい。なお，同法では「労働契約」
についての定義は設けられていないが，現在においては労働契約の成立要件を
規定した労働契約法第 6 条に基づき理解しておけばよいものと思われる。
　 1 　本判決においては，免除条約第11条（雇用契約）の解釈及び適用が一つ
の争点となっており，特に「解雇」及び「復職」が同条約規定との関連で大き
な問題となっていただけに，民事裁判権免除法における関連規定部分（第 9 条
第 2 項第 ３ 号及び第 ４ 号）がどうして条約内容と異なる形で定められたのかにつ
いて考察しながら，この本節５. 1と 2 において同法の関連規定の問題点等につ
いても併せて検討してみたい。
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村上・前掲注（	86	）論文1３ - 1４頁及び野村・前掲注（	71	）判批５0頁等。なお，本文にいう利益とは，
外国国家にとっては，｢迷惑な訴訟に邪魔されることなく，その主要な機能を遂行する必要性｣ で
あり，私人にとっては，「外国国家に対する請求を法律に従って審判してもらうという期待」であ
ると考えられている（村上・前掲注（	86	）論文1４頁）。
飛澤編・前掲注（	74	）書４1頁。なお，「法の適用に関する通則法」第12条においても「労働契約」
という文言が用いられているが，同法においても明文の定義規定は置かれていない（同書４9頁）。
（102）
（103）
88　（88）
　前述のとおり，同法第 9 条第 2 項では，第 ３ 号に「当該個人の採用又は再雇
用の契約の成否に関する訴え又は申立て（いずれも損害の賠償を求めるものを除
く。）である場合」，また，第 ４ 号に「解雇その他の労働契約の終了の効力に関
する訴え又は申立て（いずれも損害の賠償を求めるものを除く。）であって，当該
外国等の元首，政府の長又は外務大臣によって当該訴え又は申立てに係る裁判
手続が当該外国等の安全保障上の利益を害するおそれがあるとされた場合」と
規定されている。これらの規定は免除条約の第11条 2 ⒞及び⒟に対応して設け
られたものであるが，免除条約第11条 2 では，「⒞訴訟の主題が個人の採用，
雇用の更新又は復職についてである場合」及び「⒟訴訟の主題が個人の解雇又
は雇用の終了についてであり，かつ，雇用する国家の国家元首，政府の長又は
外務大臣が決定するところに従い，当該訴訟が当該国家の安全保障の利害に関
係するものである場合」と定められていた。
　まず，同第 ３ 号に関しては，「個人の採用や再雇用の契約の成否については，
外国等に広い裁量が認められ，当該外国等に当該個人の採用等を強制すること
は相当ではないと考えられることから」設けられたものであり，また，同第 ４
号に関しては，「既存の労働契約の終了の効力に関する訴え又は申立てについ
ても，外国等の裁量の尊重という要請はあるが，既に存在する労働契約におけ
る労働者の保護という要請が強く働くことから」設けられ，「第 ３ 号の場合よ
り限定して，一定の要件を具備した場合に限って外国等が裁判権から免除され
ることとされたものである」と同法案立案事務に関与した方による説明がある。
次に，免除条約と異なり，同第 ３ 号に「復職」という文言が入っていないのは，
この⒞及び⒟は，「どのような請求をするかという請求の内容ではなくて，ど
のような理由に基づいて請求するのかという請求の理由あるいは請求の原因で
分類している」のであり，この区別に基づくと同第 ３ 号及び第 ４ 号の文言によ
って免除条約の上述の内容もカバーされるからであると説明される。しかしな
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飛澤編・前掲注（	74	）書４５ - ４6頁，飛澤・前掲注（	49	）論文20頁，村上・前掲注（	77	）論文７2頁及び江
藤・前掲注（	71	）判批2３３頁。
法制審議会主権免除法制部会第 2 回会議議事録 ５ 頁［飛澤知行発言］，倉地・前掲注（	71	）判批
120 - 21頁及び野村・前掲注（	71	）判批５３頁。
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がら，免除条約との整合性を考えるならば，同法第 9 条第 2 項においても ｢復
職｣ という概念を明記しておいた方が，今後「復職」が問題となって争われた
ような場合に同規定の解釈による混乱を生じさせないので，妥当であったので
はないであろうか。 ちなみに，有期労働契約の更新拒絶（雇止め）が争われた
場合には，個別事案の具体的な状況を総合的にみたうえで判断されることとな
るが，基本的には，解雇権濫用規制ないしは法理が類推適用されるような事案
に関しては同第 ４ 号に該当するものとして，それ以外の事案に関しては第 ３ 号
に該当するものとして取り扱われることになる。
　 2 　民事裁判権免除法第 9 条第 2 項第 ３ 号及び第 ４ 号は，損害の賠償を求め
る訴え又は申し立て（例えば，違法な採用拒否や解雇等を理由とした損害賠償請求な
ど）については適用されない（各号規定の括弧書き部分）ため，同項所定の他の
例外事由に該当しない限り，外国国家等の民事裁判権の免除は認められないこ
とになる（第 1 項）。特に第 ３ 号の「趣旨は，外国等に個人の採用等を強制する
ことは相当ではないという点にあり，損害の賠償を求める裁判は，これとは別
個の金銭の問題であると考えられるからである。ただし，外国等が就労を拒否
している期間の賃金の支払を求める裁判については，これを認容すると，事実
上，当該外国等に採用を強制するのと同様の効果があるため，なお裁判権から
の免除を認めるのが相当である」と考えられている。なお，国連国際法委員会
（106）
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（108）
（109）
同第 ３ 号及び第 ４ 号の文言によって仮に免除条約の上述の内容がすべてカバーされるとしても，
｢復職｣ というものにつき，違法な解雇をされた労働者が当該解雇の無効判決等を得て原職復帰
するような場合と，合意解約や辞職によりいったん労働契約を円満に終了した元労働者が，元使
用者における在籍時の就業規則に基づく制度（当該元労働者にとっての労働契約内容）等により
後日また現場に復帰（復職）する場合等いろいろと考えられ，同法においては前者違法な解雇の
場合は第 ４ 号に，後者復職制度の場合は第 ３ 号に当たることになるのではないかと思われる（も
っとも，外国国家等が使用者となる労働契約の場合において，このような復職制度がそもそも存
在するかという問題はあるし，また，仮に当該制度が存したとしてもその下での復職が「原職復
帰」を意味しているかどうかという問題も残ってもいる）。「復職」という文言の多様性を考える
と，（その多様性ゆえに規定に明記しなかった可能性もあるものの，）しかし，｢復職｣ という文言
が抜け落ちた点はやはり若干気がかりではある。「復職」の概念を定義付けたうえで，同条に「復
職」という文言も盛り込むべきであったように思われる。
西脇・米山・前掲注（	77	）論文４５頁，飛澤・前掲注（	49	）論文20頁及び飛澤編・前掲注（	74	）書４７ - ４8
頁。
飛澤編・前掲注（	74	）書４6 - ４７頁，飛澤・前掲注（	49	）論文20頁及び村上・前掲注（	77	）論文７2頁。
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（ILC）の1991年条約草案コメンタリーによれば，免除条約第11条 2 ⒞は，「個
人の採用，雇用の更新及び復職」を対象とする訴訟手続のみに適用され（外国
国家等の裁判権免除），違法な解雇等に対する損害賠償等請求訴訟を排除したり，
影響を及ぼしたりするものではない（裁判権免除が認められるわけではない）。ま
た，本判決において最高裁は，「労働者が使用者である外国国家に対して金銭
的救済を求めた場合に，外国国家は原則として裁判権から免除されないことが
共通の認識になっていた」と説明し，加えて「当裁判所に顕著な事実であ」る
とまで括弧書きで述べていた。
　同第 ３ 号及び第 ４ 号における損害賠償請求に係る「例外の例外」に対しては，
⑴免除条約に関するコメンタリーの影響を受けてか，民事裁判権免除法第 9 条
第 2 項第 ４ 号では，「損害賠償請求であれば裁判権免除を認めないとされてい
る点で」免除条約第11条 2 ⒟とは「条文上大きな違いがある」こと，および，
⑵同第 ４ 号によれば，「解雇その他の労働契約の終了」に関して個人が外国等
に対し損害賠償を求める訴えを提起した場合には，当該外国等の元首等が安全
保障上の利益を害するおそれがある旨を主張していたとしても，裁判所は当該
損害賠償請求については本案の裁判を行うこととなり，当該外国はその過程に
おいて解雇等の正当性を主張立証するために当該個人の職務内容等も明らかに
する必要に迫られ，このことは同号の本来の趣旨に反するであろうこと等が指
摘されている。第 ４ 号における解雇等の場合と比べると，本案裁判における外
国国家等の情報開示の程度がいくぶん軽減されるかもしれないものの，第 ３ 号
についても同じことが指摘できるであろう。
　同第 ３ 号及び第 ４ 号における括弧書き部分に関しては，「損害の賠償を求め
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飛澤編・前掲注（	74	）書４５ - ４6頁，江藤・前掲注（	71	）判批2３４頁，村上・前掲注（	77	）論文７2頁及び西
脇・米山・前掲注（	77	）論文４４ - ４５頁。
Yearbook of International Law Commission, 1991, vol. II (Part Two), pp. ４３-４４.
西立野・前掲注（	72	）判批３2５頁，江藤・前掲注（	71	）判批2３３頁及び倉地・前掲注（	71	）判批121頁。
江藤・前掲注（	71	）判批2３３頁。
道垣内・前掲注（	77	）論文6５ - 66頁。なお，この点についての原審の判断に関して，Ｘの本件請
求のうち，解雇の効力そのものを問題とする部分については主権免除を適用し，不当な解雇に対
する金銭による補償の確保を目的とする部分については主権免除を適用しなくてもよいと分けて
判断することも，条理の観点から一法であると考える見解もある（西立野・前掲注（	73	）判批３2５頁）。
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るものを除く」とするか，「金銭の給付を求めるものを除く」とするか等の議
論もなされた末，現在の規定の形に落ち着いた経緯もあるようである。しなし
ながら，道垣内教授の上述のご指摘はもっともであり，この点を今後どのよう
に解消していくのかは一つの大きな課題であると思われる。なお，免除条約第
11条 2 ⒟に，「『当該訴訟手続が当該個人の雇用者である国の安全保障上の利益
を妨げるものである旨を当該国の元首，政府の長又は外務大臣が決定する場
合』との規定が挿入され，雇用者側の国家にある程度の判断の権利を与えたこ
ととは，雇用契約に関する訴訟での国家の利害を守ろうとする各国の意思の現
れである」という見解なども考慮に入れたうえでの検討も必要かもしれない。
　 ３ 　民事裁判権免除法第 9 条第 2 項第 6 号に定められた「当該労働契約の当
事者間に書面による別段の合意がある場合」には，第 1 項の規定は適用されな
い，すなわち外国国家等は民事裁判権の免除が認められることになる。ここに
いう別段の合意というのは，使用者である外国国家等がわが国の民事裁判権か
ら免除される旨の労働契約当事者間での合意であろうが，この合意によりわが
国の裁判所が管轄権を有しないことが，労働者の保護の見地から公の秩序に反
することとなる場合には，当該合意は無効とされ，当該外国国家等はわが国の
民事裁判権から免除されないこととなる。この規定における「公の秩序に反す
ることとなるとき」とは一体どのような場合をいうのか，準拠法の決定等に関
する「法の適用に関する通則法」第４2条における「公序」との異同があるのか
どうか等も含め，民事裁判権免除法第 9 条の規定の解釈を通じて，今後の裁判
例等の蓄積により明らかにしていかなければならないであろう。
　 ４ 　本判決は平成21年10月に出されており，民事裁判権免除法は同年 ４ 月に
成立している。本判決において最高裁が判断を下そうとしていた時期と，同法
（114）
（115）
（116）
野村・前掲注（	71	）判批５４頁。
河野真理子「国家免除における制限免除の存立基盤」国際私法年報10号1４0頁，1５2頁（2008
年）。
村上・前掲注（	77	）論文７2 - ７３頁及び飛澤・前掲注（	49	）論文20頁。
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の立法過程の時期とが重複していたが，本判決が判決文中において免除条約の
みならず同法をも参照していたことより，本判決はある程度同法を踏まえて判
断されたものと思われる。他方，免除条約の内容に準拠して制定された同法は，
外国国家等が裁判権から免除されないケースを一定の行為類型ごとに定める方
式を採っていること等もあり，平成18年最高裁判決の影響をどの程度受けてい
るかは明らかではないが，同法も，第 2 条及び第 9 条については，本判決の下
級審判断から一定程度の影響を受けているのではないかとも思われる。そうい
う意味では本判決及び同法は，少なくとも第 2 条及び第 9 条との関連では相互
に何らかの影響を与えあったものと推測しうる余地はあろう（注 参照）。
終　章　今後の課題等
１ ．総　括
　本稿では国際的な労働関係から生ずる紛争における外国国家等の民事裁判権
免除の問題を中心に検討してきた。裁判権免除の問題と国際裁判管轄（権）の
問題との関係をどのように理解するかについては，両問題を併せて（広義の）
国際裁判管轄（権）の問題と統一的に把握する方が妥当であるという立場を採
り，従ってこの立場からまずは（狭義の）国際裁判管轄（権）の有無の問題を
先に判断し，その国際裁判管轄（権）が認められる場合に，当事者の一方が外
国国家等であるときには，次のステップとして裁判権免除の問題を検討するこ
とが適切であると考えて論を展開してきた。
　まず第 1 章において現在の（狭義の）国際裁判管轄（権）の決定に関する学
説・判例を，次に第 2 章では外国国家等の民事裁判権免除に関する従来の学
説・判例等を概観した。第 2 章における主権免除に関して，昭和 ３ 年の大審院
決定以来わが国では少なくとも裁判実務上は絶対免除主義の考え方が根付いて
きていたが，平成1４年の横田基地夜間飛行差止等請求事件を皮切りに制限免除
（117）
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主義の方向へと判例も動き始め，平成18年 ７ 月のパキスタン・イスラム共和国
貸金請求事件（以下，本章においても，「平成18年最高裁判決」と略す）において最
高裁は制限免除主義の立場を採ることを明らかにし，判例変更が行われた。世
界的にみれば多くの先進諸国は既に制限免除主義の立場を採り，平成16年12月
には国連国家免除条約（以下，「免除条約」と略す）が採択されてもいた（現在な
お未発効）。この平成18年最高裁判決では，「外国国家は，その私法的ないし業
務管理的な行為については，我が国による民事裁判権の行使が当該外国国家の
主権を侵害するおそれがあるなど特段の事情がない限り，我が国の民事裁判権
から免除されないと解するのが相当である」という判断枠組みが示された。も
っとも，制限免除主義の内容に関しては明確な慣習国際法が確立しているわけ
ではなく，わが国においても，「私法的ないし業務管理的な行為」に該当する
か否かの判断基準や，民事裁判権が免除されることに繋がる「特段の事情」を
どのように理解するのか等についてはその後も見解の相違がみられる。
　本稿の中心部分である第 ３ 章では，国際的労働関係における外国国家等の民
事裁判権免除に関して，米国ジョージア州（解雇）事件最高裁判決（以下，「本
判決」という）及び新たな民事裁判権免除法を中心に検討を行った。本判決は，
外国国家（連邦国家を構成する州）を使用者とする雇用関係（国際的労働関係）に
おける解雇問題につき，制限免除主義（平成18年最高裁判決の判断枠組み）を適
用した初めての最高裁判決としての意義を有する。制限免除主義下での「私法
的ないし業務管理的な行為」該当性の基準設定いかんに関しては主に商業取引
活動を念頭に置いて議論されてきたが，本判決は雇用関係にその基準を当ては
め，平成18年最高裁判決の法理に従って判断を下した。また，連邦国家の支分
国（州）の裁判権免除の享有主体性に関して，本件事案は初の裁判例でもあり，
最高裁としても初めての判断を示したものでもある。昭和 ３ 年大審院決定以降
長らく絶対免除主義の立場が採られてきたこともあり，国際的な労働関係にお
ける外国国家等の裁判権免除の問題についての議論も中々進展してこなかった。
（118）
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野村・前掲注（	71	）判批４9頁等。
野村・前掲注（	71	）判批５0頁等。
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国際的にも雇用関係の訴訟については，近年に至るまで（19７0年代に入る頃ま
で）は絶対免除主義の立場が採られてきていたが，「外国国家による雇用は国
家主権の統治的側面と強く結び付けて考えられ，外国国家により雇用された現
地職員は当該国家の公務員と考えられた」こと等がその理由であった。しかし，
19７0～80年代以降には雇用関係訴訟につき外国国家の国家免除を否定する裁判
例も各国裁判所において出現するようになり，最近はグローバリゼーションの
流れの中，外国国家等を使用者とする国際的労働関係における紛争事案も増え
てきている。今後わが国においても同種の紛争が増加していくことが予想され
る。このような状況を考えると，国際的労働関係の事案において外国国家等の
裁判権免除の問題につき最高裁判断が出されたこと，及び，時を同じくして新
たに民事裁判権免除法が制定され，その中の一事項として労働契約に関する規
定が設けられたことは，非常に意味のあることであると思われる。わが国の企
業や人的資源のアジア方面等への移動が近年多くなってきているが，このこと
も今後このような国際的労働関係紛争を増加させる要因にもなるであろうし，
またその中において外国国家等を使用者とする紛争事案も増えていくであろう。
免除条約が未だ未発効であること等をも踏まえると，それらアジア地域におけ
る各国の主権免除ないしは国家免除の原則がどのようになっているかを理解・
把握しておくことも重要となってくる。
２ ．今後の課題
　 1 　民事裁判権免除法が平成22年 ４ 月より施行されており，今後は国際的労
働関係事案において外国国家等が使用者となり，民事裁判権免除が争点となる
場合においては，同法の規定に基づき解決が図られることとなる。本判決は，
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中島明里「国家免除における雇用契約紛争の扱い──平成1７年 9 月29日東京地方裁判所解雇無
効確認等請求事件中間判決を手がかりに──」比較法雑誌第４0巻第 1 号280頁，299頁〔柳井俊二
監修［共同研究］「国家及びその財産の裁判権免除に関する研究報告⑵」同2５７頁の中で掲載され
た論文〕（2006年）。
R. Garnett, State Immunity in Employment Matters, ４6 International and Comparative Law 
Quarterly 82-8３ (199７) ; 中島・前掲注（	120	）論文３00頁及び河野・前掲注（	115）論文1５2頁。
道垣内・前掲注（	77	）論文6５頁。
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同法施行前の事案であるものの，同法の規定を参照し，また，同法が準拠した
免除条約の規定に基づき，外国国家等の民事裁判権免除が問題とされた解雇事
案につき判断を下した初の最高裁判例として，今後も裁判実務に与える影響は
一定程度あると思われる。
　本判決において最高裁は「特段の事情」を厳格に解して米国ジョージア州の
裁判権免除を容易には認めなかった。また，民事裁判権免除法では ｢免除の原
則｣ が規定されたうえで，特定の事項（に関する裁判手続）に該当する場合には，
外国等は基本的に民事裁判権から免除されない旨が定められているが，主権を
侵害するおそれなどの「特段の事情」に関することは規定されていない。今後，
同法の規定の解釈に基づき事案の解決を図っていく際に，この「特段の事情」
ということがどの程度考慮されていくのかは注視されるべき，非常に大きな課
題でもあるといえよう。平成18年最高裁判決及び本判決における判例の立場が，
同法施行の下で，今後どのように変容していくのかは注目に値する。
　なお，外国国家等が使用者となっている雇用関係においては，それが公法的
法律関係であると判断される場合，そして，例えば当該外国国家等による労働
者（公務員）の解雇（免職）等が問題となっているときには，外国公法不適用の
原則が妥当しないのかという問題が生じてくる。すなわち，当該外国国家等に
よる解雇（免職）等の判断につき，わが国の裁判所が判断することはできない
のではないかという問題である。本判決に関しても，「Ｙが日本の出先機関を
閉鎖して職員を解雇したという政策上の判断の当否を日本の裁判所が解雇の正
当事由のひとつとして審理することができるのかという問題」として現れてく
る。このような問題については，今後，民事裁判権免除法第 9 条第 2 項との関
係でどのように把握していくべきか，同法をも参照していた本判決の影響をも
（123）
（124）
（125）
（126）
江藤・前掲注（	71	）判批2３2 - ３３頁。
「判例が安全弁として留保している特段の事情が機能するかどうかという」問題については，
「条文によって除外事由が明確になっている以上は機能する余地がないという考え方もありうる
が，なお機能しうると解するべきで」あるものの，「本判決の考え方からすれば，その可能性はき
わめて小さいとみるべきである」という見解も存する（越山・前掲注（	71	）判批160頁）。
倉地・前掲注（	71	）判批121頁及び越山・前掲注（	71	）判批1５8頁。
越山・前掲注（	71	）判批1５8頁。
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考慮に入れて検討していくべき課題である。
　 2 　民事裁判権免除法第 9 条第 2 項第 ３ 号及び第 ４ 号によると，個人の採用
若しくは再雇用の契約の成否，又は，解雇その他の労働契約の終了の効力に関
連して損害賠償を求める訴え等については，原則として外国国家等の民事裁判
権の免除は認められない。この点は，免除条約第11条 2 ⒞及び⒟の規定内容と
は大きく異なっている。前述のとおり（第 ３ 章第 ３ 節 ５ ． 2 ），特に同第 ４ 号に
おける「解雇その他の労働契約の終了」に関して個人が外国等に対し損害賠償
を求める訴えを提起した場合には，裁判所は当該損害賠償請求については本案
の裁判を行うこととなり，当該外国はその過程において解雇等の正当性を主張
立証するために当該個人の職務内容等も明らかにする必要に迫られる等の問題
が生じてくる。
　国際的な労働関係事案において外国国家等が使用者となり，民事裁判権免除
が問題となる場合において，特に同第 ４ 号との関連では，違法な解雇の救済方
法に関して，従来の解雇無効を前提とした従業員たる地位の確認や未払い賃金
の支払いに加えて，労働契約法制をめぐる議論の中でも一つの争点となってい
た「解雇の金銭解決制度」の導入などが必要となってくるのかもしれない。解
雇の金銭解決制度の導入自体については，わが国においては，一定額の補償金
等を支払えば容易に解雇が可能となる方向へと流れていくおそれや種々懸念等
もあり，今後さらなるより慎重な検討が必要であると思われる。しかしながら，
渉外的要素を含む国際的労働関係における解雇紛争事案に関しては解雇の金銭
解決制度の必要性が一定程度あるように思われる。少なくとも，使用者が外国
国家等であり，民事裁判権免除が本案前に争われるような場合には，とりわけ
その必要性が大きいと感じられる。労働契約法の規定の中で外国国家等が使用
者である場合についてのみ同制度の導入が図れないか，あるいは，国際的労働
（127）
（128）
（129）
倉地・前掲注（	71	）判批121頁。
道垣内・前掲注（	77	）論文6５ - 66頁。
この解雇の金銭解決制度に関しては，名古道功「解雇における金銭解決制度の検討」季刊労働
法212号７6頁（2006年）等を参照。
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関係における新たな法律を制定して，その中に同制度を盛り込めないか，いず
れにしても国内の労働法との関係では，解雇の救済方法につきダブルスタン
ダードが生じてしまうので，そもそもこのような方法が許されるのか，また，
民事裁判権免除法が準拠した免除条約等にも存在しないこのような金銭解決制
度を設けること自体妥当であるのかも検証が必要ではある。解雇の問題のケー
スなどで，民事裁判権免除の問題や国際裁判管轄（権）の問題がクリアされ，
本案において解雇無効の判決が出された場合でも，なお当該判決の強制執行の
問題等が残されており，違法な解雇の金銭解決制度を導入したとしても難しさ
があり万全とはいいえないが，少なくとも原職復帰という救済はより難しくな
るものと思われる。そういう意味では，外国国家等が雇った労働者の解雇が，
主権免除との関連で問題となる場合に，当該解雇が違法である蓋然性が高いよ
うな場合に，違法な解雇に対する救済として金銭解決の選択肢が用意されてい
ることは，当該外国国家等に対して本案前の民事裁判権免除の主張を和らげる
ないしは抑制する効果を生むのではないかと思われ，当該外国国家等を相手方
として雇用契約を締結した労働者の裁判を受ける権利の実現にも資することに
なるとも考えられる。また，このような金銭による解決方法が選択肢として存
在していれば，違法な解雇が争われる場合において，損害賠償請求のみを行う
のではなく，解雇の効力や未払い賃金等を請求する労働者の方が増えるのでは
ないかと思われ，そのうえでさらに金銭解決が選択された場合には，本案裁判
における外国国家等の主張立証による情報開示の程度等もいくぶん緩和されて
いくことに繋がるのではないであろうか。このような解雇が争われている状況
下での労使にとって紛争の早期解決が望まれること，使用者にとっての情報を
開示したくない様々な事情，及び，労働者にとっての民事裁判権免除による請
求却下への不安等を勘案すると，両当事者にとって解雇の金銭解決制度の存在
は望ましいもののように思われる。
　 ３ 　最後に，国際裁判管轄（権）の問題についても一言触れておきたい。現
在，国際裁判管轄（権）に関しては，平成20年10月より法制審議会国際裁判管
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轄法制部会において審議が開始され，平成21年 ７ 月に「国際裁判管轄法制に関
する中間試案」，同22年 2 月には ｢国際裁判管轄法制の整備に関する要綱｣ が
出されるに至っている。
　本稿では「要綱」における労働関係事件への対応に関する記述の紹介のみに
止め，その内容等の検討については他日を期したいと思う。まず，「第 2 　契
約上の債務に関する訴え等の管轄権」の中で「11　労働関係に関する訴えの管
轄権」として，「①日本の裁判所は，労働契約の存否その他の労働関係に関す
る事項について個々の労働者と事業主との間に生じた民事に関する紛争（以下
「個別労働関係民事紛争」という。）に関する労働者からの事業主に対する訴えに
ついて，個別労働関係民事紛争に係る労働契約における労務の提供地（その地
が定まっていない場合にあっては，当該労働者を雇い入れた事業所の所在地）が日本
国内にあるときは，管轄権を有するものとする。」，及び，「②日本の裁判所は，
個別労働関係民事紛争に関する事業主からの労働者に対する訴えについて，第
1 ①又は②の規律による場合のほか，個別労働関係民事紛争を対象とする第 ５
の 1 の合意がその効力を有するときは，管轄権を有するものとする。」と定め
られている。
　さらに，「第 ５ 　管轄権に関する合意等」の中で「 1 　管轄権に関する合
意」として，「⑥将来において生ずる個別労働関係民事紛争を対象とする上記
①の合意は，次に掲げるときに限り，その効力を有するものとする。　ア　労
働契約の終了の時にされた合意であって，その時における労務の提供地がある
国の裁判所に訴えを提起することができる旨の合意（その国の裁判所にのみ訴え
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神前禎「消費者契約および労働関係の訴えに関する国際裁判管轄」ジュリ1３86号４５頁（2009
年）等参照。なお，「国際裁判管轄法制の整備に関する要綱」等に関しては，前掲注（	39	）を参照。
「第 1 　被告の住所等による管轄権」の中で，①は「日本の裁判所は，人に対する訴えについ
て，その住所が日本国内にあるとき，住所がない場合又は住所が知れない場合にはその居所が日
本国内にあるとき，居所がない場合又は居所が知れない場合には訴えの提起前に日本国内に住所
を有していたとき（日本国内に最後に住所を有していた後に外国に住所を有していたときを除
く。）は，管轄権を有するものとする。」，また，②は「日本の裁判所は，大使，公使その他外国に
在ってその国の裁判権からの免除を享有する日本人に対する訴えについて，上記①の規律にかか
わらず，管轄権を有するものとする。」と定められている。
上記①の内容は，「①　当事者は，合意により，訴えを提起することができる日本又は外国の
裁判所を定めることができるものとする。」と規定されている。
（130）
（131）
（132）
国際的労働関係事件における 外国国家等の民事裁判権免除について（表田）
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を提起することができる旨の合意については，イに掲げるときを除き，その国以外の国
の裁判所にも訴えを提起することを妨げない旨の合意とみなす。）であるとき。　
イ　労働者が当該合意に基づき合意された国の裁判所に訴えを提起したとき，
又は事業主が日本若しくは外国の裁判所に訴えを提起した場合において，労働
者が当該合意を援用したとき。」と記されている。
　わが国において国際裁判管轄（権）に関する立法が初めて試みられようとし
ており大いに注目すべきところである。また，その中で労働事件に関して特別
の規定が設けられることも，国際的労働関係から生じる労働紛争の増加傾向を
考えたとき，極めて重要な事柄である。同時に民訴法改正の中でも労働契約に
関する新たな規定が設けられてきており，また，今回検討を加えた国際的労働
関係における外国国家等の裁判権免除の問題につき，民事裁判権免除法が施行
されたばかりでもある。国際的労働関係から生じる紛争に関して，国際裁判管
轄（権）の立法論，裁判権免除の問題（民事裁判権免除法の有する課題等），及び，
民訴法改正の問題，それぞれの問題の中の労働契約関係部分を検討する場合に
は，これら ３ つの問題すべてを総合的・統一的に把握し，また，全体の中にお
ける労働契約関係部分の特殊性や位置付けを踏まえていく必要がある。
　国際裁判管轄（権）及び裁判権免除の問題に関しては，「自国と対等な立場
にある外国の国家主権を尊重する必要が生じる」ため，いずれも「一定の管轄
権の行使を回避し合うことにより円滑な国家間関係を維持」し，また，相互に
「国家間関係を毀損するほどの管轄権の行使」とはならないよう留意しながら，
自国の管轄権ないし裁判権に対する一定の制約を念頭に置いたうえで，検討し
なければならない。雇用契約ないし労働契約という特殊な領域においては，労
務提供地となる法廷地国の労使慣行等を尊重し，労働者に法的な救済手段を与
えることも重要であることより，主権国家の尊厳及び労働者個人の利益に加え
（133）
（134）
古田啓昌「国際裁判管轄の判断枠組み」法セ661号122頁（2010年）及び同「国際裁判管轄（各
論その ４ ）」法セ66５号100頁（2010年）。
坂巻・前掲注（	71	）判批３16頁及び越山・前掲注（	71	）判批1５8頁。
（133）
（134）
100　（100）
て，法廷地国の利益も考慮に入れて，民事裁判権免除の問題を検討する必要性
があるものと思われる。今後，国際裁判管轄（権）の問題，及び，裁判権免除
の問題（民事裁判権免除法の抱える課題等）を検討していくうえで，特に国際的
な労働契約関係を対象とする場合には，法廷地国の利益及び自国民の利益も考
えなければならず，そういう意味においては国家主義的な立場が必要ともなり，
わが国における労働基準法等の強行法規の適用等を意識する場合には国際主義
的な立場も必要となり，また，労働契約関係領域のみならず，あらゆる領域に
おいて円滑な国家間関係の維持を図っていくことを考慮に入れると，普遍主義
的な立場も重要になってくると思われる。これらの主義（立場）は，各国の有
する国際裁判管轄（権）の及ぶ範囲の判断の根底に存在する理念と考えらてい
るが，裁判権免除の問題を考察する場合にも通用する理念であると思われる。
民事裁判権免除法の課題や国際裁判管轄（権）の立法論については，これらの
主義（立場）も念頭に置きながら，この分野における従来の学説や判例傾向等
も踏まえつつ，今後の検討課題としていきたい。
（135）
（136）
河野・前掲注（	115	）論文1５2頁。なお，この部分の本文の記述は，もともとは免除条約の中の
「雇用契約」に関して書かれていた内容を参照している（Yearbook of International Law 
Commission, 1991, vol. II (Part Two), p. ４1）。
池原・前掲注（	1	）論文1５ - 18頁及び多喜・前掲注（	5	）書11５ - 18頁等参照。
（135）
（136）
